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資料－６ 

主な取組集

 

 １．目指すべき社会を実現するための技術研究開発

－ 主な取組集 －

   （１）「安全・安心な社会に向けて」     

   （２）「誰もが生き生きと暮らせる社会に向けて」   
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   （５）技術研究開発の基盤整備 

   （６）技術研究開発のマネジメント  
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１．目指すべき社会を実現するための技術研究開発 
 



（１）「安全・安心な社会に向けて」 



  各世帯に設置できる安価な土砂災害検知センサー、予警報システム 
                                              土木研究所 

－ 研究開発概要 －

「安全・安心な社会に向けて」 

○ 平成20年３月に土砂災害警戒情報の発表が開始されたが、降雨のみを指標としてい

るため切迫性が伝わりにくい等の課題が指摘されている。 

○ 近隣地域のがけ崩れ発生状況を、住民の避難活動を促すための情報として活用する

ために、センサー等を用いた崩壊発生の迅速な把握手法を構築する必要がある。 

 研究開発概要  

   → 安価で簡易な斜面崩壊検知センサーの開発 

－ 研究開発体制 － 

【産学官の連携】 
学 東京大学

斜面崩壊検知センサ 

 学：東京大学 
 産：民間共同研究会社（５社） 
 官：（独）土木研究所等 
→土木研究所と民間会社との共同研究で開発。

また、センサーの性能評価について大学との活
発な議論を実施 

○ 斜面崩壊検知センサを開発および現地への適用（地整の管内で試験運用） 

○ 斜面崩壊検知センサの最適な設置箇所選定手法の開発 

－ 研究開発成果 － 

－ 今後の展開 －

センサー活用のイメージ 

・斜面崩壊検知センサの普及活動の実施 
・他センサー（水位計等）を活用した土砂災害警戒情報の高度化させるための手法を開発 

－ 今後の展開 － 
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－ 研究開発概要 －

「安全・安心な社会に向けて」 

天然ダム形成時の危険性を正確かつ早期に評価する監視技術 
                                              土木研究所 

○ 平成20年岩手・宮城内陸地震では天然ダムが数多く発生したため、天然ダムまでの

アクセス道路が寸断されて現地調査を行えないことや、個々の天然ダムの危険性の判

断が困難である等課題を残した。 

○ 天然ダムを発見後、危険性の指標となる天然ダムの諸元を安全かつ迅速に把握し、

また危険性が高まる時期を タリ グするセ サ を開発する

 研究開発概要  

また危険性が高まる時期をモニタリングするセンサーを開発する。 

   → 天然ダム調査・監視手法の開発 

岩手・宮城内陸地震の経験から、天然ダムはアクセスが悪い山間地域でも発生すること、地震時は地上のアクセスルートが
寸断されることが考えられるため、迅速性、利便性等の観点から、ヘリコプターを活用することを前提とした調査、監視手法を
開発した。 

【天然ダムの湛水位を観測できる「投下型水位観測ブイ」】 【レーザー距離計を活用した天然ダム諸元把握手法】 

ヘリコプター内からレーザー距離計を活用して天然ダム
の堤高や堤長を計測する。 

ヘリから投下できる水位観測ブイを天然ダムの湛水箇所
に設置し、越流開始のタイミングを監視する。 

※レーザー距離計を活用した天然ダム諸元把握手法については、東北地方整備局で訓練を実施した。また、天然ダム
の湛水位を観測できる「投下型水位観測ブイ」については、株式会社拓和と共同で開発し、実用新案を申請・取得した。 

○ 天然ダム監視マニュアル（案）を作成 

○ ヘリコプターを利用した天然ダム調査手法を開発 

－ 研究開発成果 － 

・天然ダム調査・監視手法の普及活動の実施（他地整での訓練の実施） 

－ 今後の展開 － 
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－ 研究開発概要 －

「安全・安心な社会に向けて」 

アンカー荷重計を用いた斜面監視技術の開発 
                                              土木研究所 

○近年、社会資本の有効・長期利用が強く求められている中、斜面対策に用いられるグラウンド

アンカーにおいても維持管理手法の研究・開発が進み、個々のアンカーに対する評価方法が

確立されつつある。しかし、その評価結果を活用してアンカーで対策された斜面全体の安定・

健全度を評価できるまでには至っていない。 

 

 研究開発概要  

○斜面の安定度を評価する上で有効であるアンカー緊張力の測定・監視結果を基にした斜面全

体の安定度や対策の要否を評価する技術の確立を行う。 

   

緊張力の偏り分布をもとにして斜面安定度を
【既設アンカーの緊張力をモニタリングする技術を開発】 

想定外 
すべり面 

当初想定 
すべり面 

緊張力の偏り分布をもとにして斜面安定度を
評価する。 

追加アンカー 
効率・効果的

既設アンカーの緊張力をモニタリングする技術を確立した。
（Aki‐Mos：既設アンカー緊張力モニタリングシステム） 

※既設アンカー緊張力モニタリングシステムは、民間企業６社と土木研
究所との共同研究により開発した

当初想定 
すべり面 

想定外 
すべり面 

当初調査Bor 

追加 
調査Bor 

荷重計 
効率 効果的

○ 既設アンカー緊張力モニタリングシステムを開発。 

○ 運用マニュアルの作成。 

－ 研究開発成果 － 

究所との共同研究により開発した。

・既設アンカー緊張力モニタリングシステムの普及活動の実施。 
・モニタリングシステムを用いた斜面評価手法を開発。 

－ 今後の展開 － 
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－ 研究開発概要 －

「安全・安心な社会に向けて」 

道路斜面の崩落に対する応急緊急対策技術の開発 
                                              土木研究所 

○ 仮設防護柵は、道路斜面の災害時や工事中に多く用いられている。しかし、仮設防護
柵は斜面からの落石や土砂崩壊を考慮していないため、想定外の落石・斜面崩壊が
発生し被災する事例が報告されている。 

○ 斜面の変状を捉え道路利用者の安全を確保するための技術の開発が求められてい
る。 

 研究開発概要  

    → 斜面の崩落の検知センサーと検出システムの開発 

検知センサーの運用イメージ 

【仮設防護柵に設置した検知センサー】 

仮設防護柵 

－ 研究開発体制 －

※検知センサーは、開発した加速度センサーや振動デバ
イスを用いている。 

検知センサー 

検知センサー 

 研究開発体制  

【民間企業との連携】 
 産：民間共同研究会社（４社） 
 官：（独）土木研究所 
→土木研究所と民間会社との共同研究で開発。  ※崩壊の前兆現象を検知センサーにより監視し、通行規

制のタイミングを検討する。 

○ 斜面監視手法の一つとして前兆検知センサーの開発 

○ パイロット的運用マニュアルの作成 

－ 研究開発成果 － 

・検知センサーと運用マニュアルの普及活動の実施 
 

－ 今後の展開 － 
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「安全・安心な社会に向けて」 

各種の観測技術を統合した地殻変動モニタリングの高度化 
                                              国土地理院 

－ 研究開発概要 －

○国土地理院で全国1240点の電子基準点（GPS常時観測を行う基準点）の情 
 報を解析することにより全国の地殻変動を把握。地震・火山噴火等における地 
 殻変動把握の精度向上、迅速な情報提供に向けて、以下の技術開発を実施。 
  －他機関のGPSデータとの統合解析技術の開発と火山地域における地殻 
   変動把握 

 研究開発概要  

  －緊急地震速報等をトリガーとする準リアルタイム解析技術の開発 
  －電子基準点についての次世代GNSS対応型（最新のGPSの機能及び 
   各国の測位衛星に対応するシステム）の設計・開発 
○また、二時期のSAR（合成開口レーダー）画像の統合的な解析により、地盤 
 の変動（地盤沈下や地すべりの状況、地震・火山地域等の変動）を面的・広域 
 に把握するための技術開発を実施。

他機関のGPSデータの統合解析と火山地
域の地殻変動の把握 

準リアルタイム解析による地殻変動の把握 

把握す 技術開発を実施。

火山地域の統合解析による
解析結果 

図が見にくい 

黒字：国土地理院 
緑字：気象庁 
青字 防災科学技術研究所

自動 

青字：防災科学技術研究所

準天頂衛星 グロナス衛星 

現行GEONET 次世代GEONET 

GPS衛星 

次世代GPS連続観測システム（GEONET）の構築 

電子基準点 
GPSのみ対応 

次世代電子基準点 

次世代GNSS対応型の受

信機・アンテナに更新 

ガリレオ衛星 

次世代中央局 
次世代GNSS対応のシンプルで
拡張性あるシステム 

中央局 
GPSに特化したシステム 
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干渉ＳＡＲによる地盤沈下、地すべり、 
地震・火山地域等の広域地表面変動の監視 

観測日：2006/04/27-2007/04/30

前頁からの続き 

観測日：2006/04/27 2007/04/30

津軽地区 地盤沈下 

約４～５cm（衛星から遠ざか
る方向）の変動を検出。 
主な原因：地下水のくみ上げ 

－研究開発体制－ 

究 成

【実施機関】 
国土地理院、気象庁、防災科学技術研究所、地方整備局、大学等 

－研究開発成果－ 

○22の火山地域において、気象庁、防災科学技術研究所のGPSデータを用い 
 て統合解析を実施中 
○緊急地震速報等により自動処理で地殻変動解析を開始するプロトタイプシス 
 テムを開発 
○二時期のSARの解析における大気の影響等を考慮した精度の向上 地盤

－今後の展開－ 

○各機関のGPSデ タを用いて解析する火山地域を43に拡大予定

○二時期のSARの解析における大気の影響等を考慮した精度の向上、地盤
 沈下の面的に把握した水準測量の計画のための資料を提供 

○各機関のGPSデータを用いて解析する火山地域を43に拡大予定 
○地殻変動解析の更なる精度向上のための技術開発 
○SAR画像の活用についての普及啓発 
○開発された成果を実災害へ確実に適用 
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「安全・安心な社会に向けて」 

災害情報を確実に伝達する技術の開発 
                                              土木研究所 

－ 研究開発概要 －

○ 河川水理（流量、流速、水深）、河床変動、都市氾濫の各計算エンジン及び計算結

果を可視化できる河川水理解析ソフトを開発し。沖積河川の河道形成機構の解明を

行なう。 

○ 洪水災害軽減を検討するツールとして、開発ソフトをアジア・モンスーン地域を主と

する沖積河 地域 適 普及 洪水災害軽減策 立案と関係技術者 洪水管理

 研究開発概要  

する沖積河川地域で適用普及し、洪水災害軽減策の立案と関係技術者の洪水管理

能力向上に資する。 

河川水理
沖積河川 

統合化 

適用河川水理

河床変動 

沖積河川
地域 

植生モデル 

適用
普及 

洪水災害の軽減 
 

洪水管理能力の向上 

沖積河川地域での洪水管理能力向上 
計算条件設定事例 

氾濫モデル 

－ 研究開発体制 － 

【連携】 北海道大学、京都大学、新潟大学、USGS（米国地質調査所）との共同研究 

洪水解析事例  セミナー開催状況 

 ○ 河道水理、河床変動、氾濫計算のための河川水理解析ソフトの開発 

 ○ アジア・モンスーン等の沖積河川地域へのソフト適用普及による洪水管理能力向上 

－ 研究開発成果 － 
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各機関の災害リスク情報やリアルタイム災害情報を連携・融合することにより 災害
研究概要

「安全・安心な社会に向けて」 

災害情報共有システム（DISS）の開発と活用 
                                              国土地理院 

各機関の災害リスク情報やリアルタイム災害情報を連携 融合することにより、災害
情報を共有するシステムとして行政のみならず企業や国民に幅広く活用。 

災害リスク情報・リアル 
タイム災害情報 

災害情報共有システム 

研究概要 

災害情報を電

気象庁 
内閣府 

国土交通省 

国土地理院 

災害情報を電子国
土Web上で共有 

誰でも活用 

国民・団体 

迅速な対応や避
難行動につながる、
防災情報・被災情
報の提供 

企業・NPO 
民間企業の立地
判断やBCP等の

策定、災害時の
支援活動に反映 

各種の情報が俯
瞰でき、災害時の
行政判断が的確
化 

災害時の行政判断 
自治体 

住民 

実施体制
社会還元加速プロジェクト：「きめ細かい災害情報を国民一人ひとりに届けるとともきめ細かい災害情報を国民一人ひとりに届けるととも
に災害対応に役立つ情報通信システムの構築」として内閣府 文科省 総務省と共に災害対応に役立つ情報通信システムの構築」として内閣府 文科省 総務省と共

災害情報を電子国土Ｗｅｂ上で共有するとともに、背景地図の表示速度をより高速
化するなど、利用者の利便性を向上。また、引き続き背景地図をあらゆる機関・人
が災害時にいつでも参照可能な状況を継続する。 

実施体制  に災害対応に役立つ情報通信システムの構築」として内閣府、文科省、総務省と共に災害対応に役立つ情報通信システムの構築」として内閣府、文科省、総務省と共
同で実施。同で実施。 

実施状況 

電子国土Webシステムの機能拡充を通じて、災害情報共有システムの利便性向上

を目指す。また、引き続き背景地図をあらゆる機関・人が災害時にいつでも参照可
能な状況を継続する。 

今後の展開 
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防災行動に直結する予測情報の高度化 
            ・ XバンドMPレーダ網による雨量観測・予測の強化 
            ・竜巻等のシビア現象の監視及び危険度診断技術の高度化 等 

河川局・国土技術政策総合研究所・気象庁気象研究所

「安全・安心な社会に向けて」 

予測技術開発 （気象庁気象研究所）

－技術研究開発概要－ 
  Xバンドレーダから得られる観測データ及びアメダス等の既存観測データを用いてゲリラ豪雨（局地

的大雨）の現象解明や監視技術の開発、直前予測技術の高度化を推進する。また、観測データや現
象解明から得られる知見をもとに、数値予測モデルによる予測技術を開発し、水防活動や河川管理等
において活用する。 

局
地
的
大
雨
等

気
象
警
報
・気
象

同時に複数の予測計算（アンサンブル予報）を
行い、違いを評価し、局地的大雨確率を予想 
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予測技術開発 

より高度な
初期値解析

の
観
測
・
監
視
能
力

象
情
報
の
精
度
が
向

現象解明 

 0.1  1.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

ma
x0   50km

 0.1  1.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

m
ax

=9
1.

0   50km初期値解析 

局地的大雨をもたらす現象のメカニ
ズムを観測・数値モデルから解明 

モ
デ
ル
の
初
期
値
解
析

反
映 

力
、
予
報
精
度
の
向

上
し
、
国
民
の
被
害

監視技術開発 
局地的大雨等を観測する高機能
レーダー・GPS等を用いる観測・監
視技術の開発

析
に
利
用 反

映 

研究の進展に応じ他
省庁データも活用 

向
上 

害
軽
減
に
寄
与 

観
測

デ
ー

の
提

予
測
デ
ー

タ
等
の
提

供 

（河川局 国土技術政策総合研究所）

●ＸバンドＭＰレーダによる
降雨観測 

航空レーザ測量(5mメッシュ等) 

●航空レーザ計測による高精
度の地形データ 

洪水・浸水の監視・予測技術 

ＸバンドＭＰレーダ 

氾濫危険度予測イメージ 浸水危険度予測イメージ 

洪水・浸水の監視・予測技術の高度化 

水位による危険度評価（案） 

：避難判断水位以上 
：はん濫注意水位以上 避難判断水位未満

測ー
タ

提
供 

                       （河川局・国土技術政策総合研究所）

●分布型洪水予測モデルに
よる流出解析 

分布型洪水予測モデル 

●センサー等を活用したリ
アルタイム浸水状況の把握 

浸水計 

：はん濫注意水位以上 避難判断水位未満

：水防団待機水位以上はん濫注意水位未満 

○適切な水防活動や河川管理の実施 
○関係自治体や住民等への洪水・浸水予測情報 
  の提供により迅速かつ的確な避難行動を支援 
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地球温暖化により懸念されている現象

前頁からの続き 

「安全・安心な社会に向けて」 

防災行動の直結する予測情報の高度化 
            ・ XバンドMPレーダ網による雨量観測・予測の強化 
            ・竜巻等のシビア現象の監視及び危険度診断技術の高度化 等 

河川局・国土技術政策総合研究所・気象庁気象研究所 

集中豪雨、局地的大雨に対する監視・予測の一層の強化 
強い熱帯低気圧の増加に伴う強風、突風（竜巻を含む）の監視・予測の
一層の強化 
影響を受けやすい都市域や交通網などに重点を置いた、ドップラーレー

対応するためには 

地球温暖化により懸念されている現象 
 ○ ほとんどの地域で大雨の頻度の増加の可能性が非常に高い 
 ○ 強い熱帯低気圧の活動度の増加する可能性が高い 
 （ 「気候変動2007：統合報告書 政策決定者向け要約」 文部科学省・気象庁・環境省・経済産業省 訳より） 

影響を受けやすい都市域や交通網などに重点を置いた、ドップラ レ
ダー等の最新観測技術などを用いた監視・予測能力の強化が必要 

研究により期待される効果 

 ○ 数分から15分以内に発生する竜巻等突風の監視技術の高度化、及び１時間以内の短時間 
   強雨の移動・盛衰を監視・直前予測するための技術開発 
 ○ シビア現象監視の基盤となる気象レーダー観測の精度向上に向けた技術の開発・改良 
 ○ 既存観測システムに比べてより高分解能・高精度な観測技術・システムを構築し、 
   シビア現象の構造・メカニズム解明 
 ○ 局地的領域におけるシビア現象の早期探知や高度予測の実現に向けた知見・技術の獲得。 
 
 ○ 各種防災気象情報（ 突風等短時間予測情報、竜巻注意情報等）の精度向上など、 
    気象庁業務の向上 
 ○ レーダー観測における解析雨量やドップラー速度等の品質・精度の向上 

－これまでの成果－ 
 
 
 

竜巻等突風に関する検出手法を改良 
突風の発生確率を推測するための指数を開発 

成果反映 

雷 

局地的大雨 

○ ダ 観測 おける解析雨量や ッ ラ 速度等 品質 精度 向
 ○ シビア現象の微細構造を表現する高解像度数値予報モデルの改良                   

 
 
 
 
 
 

竜巻注意情報(平成19年度) 
竜巻発生確度ナウキャスト(平成22年度） 

竜巻等突風現象の現地調査 

検証・改善 
セル 1 

・危険度 ２ → ３ 
・ 50 ～ 60 mm/hr 
の雨量の可能性 

1 
1

2 

2

セル 2 
・危険度 ２ → １ 

竜巻 

ダウンバースト 気象庁 
シビア現象の監視及び直前予測を行うシステム 

現地調査などによる解析 

 
 
 
 
 
 

レーダーエコーの指数で見た大雨の盛衰過程 

1 

水蒸気増減 

風 

危険度 0 
危険度 1 
危険度 2 
危険度 3 

収束線 

・XバンドMPレーダーのデータの蓄積検証シス 
 テムやデータ処理ツールの整備を開始 
・局地的大雨や突風の事例データを収集・解析

 
 

－今後の展開－ 
○局地的大雨の監視と予測にむけ、研究用観測網やレーダーによる監視・観測技術を高度化 
○事例解析結果を元に竜巻注意情報等の精度向上のための研究・開発 

局地的大雨や突風の事例デ タを収集 解析
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前頁からの続き 

○ＸバンドＭＰレーダ網による雨量観測・予測について

「安全・安心な社会に向けて」 

防災行動の直結する予測情報の高度化 
            ・ XバンドMPレーダ網による雨量観測・予測の強化 
            ・竜巻等のシビア現象の監視及び危険度診断技術の高度化 等 

河川局・国土技術政策総合研究所・気象庁気象研究所 

・近年、頻発する局地的な大雨（いわゆるゲリラ豪雨）や集中豪雨に対し、適切な水防活動や河川管
理を行うため、平成22年３月末までに３大都市圏等に設置した11基のＸバンドＭＰレーダの試験運
用を開始し、同年７月５日より、降雨観測情報（web画像）の一般配信を開始した。
<http://www.river.go.jp/xbandradar/> 

・ＸバンドＭＰレーダは、従来のレーダでは必要であった地上雨量計での補正が不要であるため、こ
れまで5～10分かかっていた配信に要する時間を短縮し、高精度な雨量観測データをほぼリアル
タイムで配信することが可能

ダ網 よる雨量観測 予測

タイムで配信することが可能。 
 

・平成22年度の試験運用の結果、ＸバンドＭＰレーダの定量観測範囲（60km以内）において、詳細か
リアルタイムでの高精度な地上雨量を把握可能であることが確認された

○観測結果について 

つリアルタイムでの高精度な地上雨量を把握可能であることが確認された。 

【観測実例（東京都北部の大雨：H22.7.5 20:00時点）】 

ＸバンドＭＰレーダ 

板橋地点 

Ｃバンドレーダ 

【板橋地点における地上雨量計との比較】 

地上雨量計による補正無しでも、 
高精度な観測データを取得。 

地上雨量 (mm) 

Xバンド 
MPレーダ雨量 (mm) 

○今後の計画 

・現在、九州、中国、中部、北陸、東北地方に計15基を整備中であり、平成23年度より試験運用を開
始予定。今後、人口、資産が集中している政令指定都市等を対象に整備を進める予定。 

・住民避難や水防活動、河川管理に有用な情報を提供するため、一層の観測精度の向上を図るとと
もに、高精度な現況及び予測雨量等を活用した洪水予測の高精度化等の技術開発を推進する。 

・技術開発にあたっては、「ＸバンドＭＰレーダに関する技術開発コンソーシアム」等により、産学官の
連携を図る。  11 



目的 

「安全・安心な社会に向けて」 

リアルタイム津波ハザードマップ 
                                                  港湾局 

       
 津波災害の防除・軽減のために、気象庁による津波警報等を補足する情報として、津波
来襲時の浸水範囲等を津波来襲前に的確に予測したハザードマップを作成し、それを活
用した避難指示等の発表、防災体制の構築等を実施することが必要がある。 
 そこで、津波来襲時における第１波等の津波高さ、到達時間、浸水域、浸水深さ等をリ
アルタイムに予測できるシステム開発を行う。 

 リアルタイム津波浸水予測手法の確立 

進捗 

港湾等における

GPS波浪計によ
る沖合観測結果 

比較 事前計算した
データベース 

GPS波浪計：ＧＰＳを用いて沖合に
浮かべたブイの上下変動を計測し、
波浪や潮汐等の海面変動を直接観
測する海象観測機器。 

津波 
発生時 

港湾等における
浸水域および浸水深の予測 
【地震後10分程度で予測】 

沿岸の津波
波形の予測 

GPU（画像処理 
演算装置）を 

利用した高速計算 

 ●数値実験（南海トラフ沿いの既往４地震津波を対象）

将来的には、水門・陸閘等の閉
鎖 避難情報発表地区の決定等の

昭和南海地
震によるA港

港外の津波
波形

地震後10分程度の観測データにより、 
  第１波の高さと到達時刻をよく推定 

    H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 
H25年度以

降  

リアルタイム津波ハザードマップ 

初 定通 進捗

鎖・避難情報発表地区の決定等の
防災行政に活用されることを想定。 

波形

  
  

  
        

リアルタイム津波浸水予測手法 
の検討   

  
        

システム設計及びマニュアルの作
成   

  
        

当初の予定通り、順調に進捗 

12 



「安全・安心な社会に向けて」 

大規模地震に対しても確実に性能を確保可能なダメージフリー構造技術 
                                          道路局・土木研究所 

－ 研究開発概要 － 研究開発概要  

○ 復旧に時間を要する構造物を対象に，地震動強度に対してセンシティブ 
  ではなく，究極的には大地震時に被害自体を一切発生させないような次 
  世代構造を開発。 
 
○ 従来の耐震・免震・制震技術を統合・アップグレードし，容易に点検・ 

交換可能ヒューズ機構等によりエネルギー吸収モードコントロールを行う

取り得る耐震性向上策 
 ・橋脚の耐震補強 
・全体系の免震化

減衰 
地震の影響を低減さ
せるのに必要な性能
を有する領域 

  交換可能ヒュ ズ機構等によりエネルギ 吸収モ ドコントロ ルを行う
  とともに，確実に変位を制御し，所要の性能を確保可能なダメージフリー 
  構造を開発。 

 ・全体系の免震化 
 ・エネルギー吸収能の付与 

一般的な免震橋： 
長周期化＋高減衰化 
橋脚はある程度の損
傷を許容 

周期 一般的な橋梁： 
橋脚の塑性化を考慮 

目指す構造： 
より長周期化させ， 
エネルギー吸収能を付与 
 → 橋脚を損傷させない 

周期を制御  最適なエネルギー吸
収を設定 

橋脚をダメージ 
フリー化 

・ 解析から，地震動強度に対してセンシティブではない構造コンセプトを検討 
・ エネルギー吸収するデバイスの要求性能に関する検討（民間との共同研究） 

－ 実施状況 － 

－ 研究開発成果・今後の展開 －

○ 橋全体系の耐震性を確保するための構成要素の最適化手法の提案 
○ ダメージフリー構造の耐震設計法の構築 
○ モデル構造物への適用性検討，改良 

 研究開発成果 今後の展開 
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「安全・安心な社会に向けて」 

建築構造物の災害後の機能維持・早期回復を目指した構造システムの開発 
                                               建築研究所 

－ 研究開発概要 －

○ 建築物の被災後の社会的・経済的損失や悪影響を抑制する観点から、修復性を考慮

した建築物の設計を行うことが必要。 

○ 建築構造については、災害後の建築物の機能がどの程度損傷し、正常時レベルまで

回復させるのに必要な時間と費用等を整理した上で、機能回復性に関する評価システ

 研究開発概要  

ムを開発。 

○ 給排水設備については、災害後に上下水、電気、ガス等のインフラが停止しても、在

館者が一時避難や最低限の避難生活が可能となる防災対策技術を開発。  

－ 研究開発体制 － 
建築構造における機能回復性に関する評価システム 

－ 研究開発成果 －

【産学官の連携】 
 建築研究所内に、大学、民間、国等の有識者が参画した委員会を設置し、所外の専
門的なノウハウや多様な知見を取り入れて、研究開発を実施。 

○ 災害後の建築構造に関する機能回復性に関する評価システム（新たな耐震設計の
枠組み、評価のためのデータベース（共同住宅、事務所ビル、病院））を整備。 

○ 建築物における給排水設備の機能維持に必要な水の貯蔵、搬送、処理、隣接建築
物間での連携に関する技術を整備。 

 研究開発成果  

今後の展開

・他用途の建築物に関する評価のために、データベースをさらに充実。 
・災害後の機能回復性に考慮した建築構造及び給排水設備の設計を普及するための技
術基準等を策定。 

－ 今後の展開 － 

14 



「安全・安心な社会に向けて」 

各種災害に対する災害の伝搬予測技術の開発 
‐河道内における津波、流木、氷などによる災害に関する予測手法の開発‐ 

                                               土木研究所 

○ 河川へ浸入した津波の性質は現在のところ十分に解明されていない。河川に浸入

した津波の基本的な性質の理解を深め、河川を遡上する津波の挙動の予測手法や，

橋梁などの横断構造物などの被害を軽減するための対策の確立を目指す。 

○ 現象が明らかになっていない結氷河川の河氷の形成と流下機構 及び災害発生の

－ 研究開発概要 － 

○ 現象が明らかになっていない結氷河川の河氷の形成と流下機構、及び災害発生の

メカニズムの解明を目指す。 

－ 研究開発体制 － 

【産学官の連携】

遡上する津波の再現計算の一例 
結氷河川の数値計算モデルのイメージ 

－ 研究開発成果・今後の展開 －

【産学官の連携】 
 学 ： 北見工業大学、新潟大学 など 
 産 ： 測量会社、コンサル など 
 官 ： 国土交通省、北海道開発局 
   →研究の進捗に合わせて、技術やニーズに関する情報交換 

○ 津波の河川遡上の現象解明とシミュレーションの開発 

○ 河川結氷を再現可能なシミュレーションの開発 

－ 研究開発成果・今後の展開 －
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「安全・安心な社会に向けて」 

非構造部材の地震・強風被害防止技術の開発 
                                               建築研究所 

－ 研究開発概要 －

○ 被災後において、建築物の構造躯体に目立った損傷がなくても、非構造部材で機能

が著しく損なわれる可能性あり。 

○ 地震や強風時の非構造部材の安全性向上のため、天井及び屋根ふき材を対象に、

設計・施工技術を開発。 

 研究開発概要  

○ 天井については、多様な天井を想定し、実験等を通じて、天井の落下防止策を開発 

○ 屋根ふき材については、実験等を通じて、耐風基準に沿った工学的知見の整備と、簡

易な構造計算手法を開発。 

－ 研究開発体制 －

天井振動台実験の様子  竜巻による屋根ふき材の損傷被害 
（平成18年 北海道・佐呂間町） 

研究開発成果

 研究開発体制  

【産学官の連携】 
 建築研究所内に、大学、民間、国等の有識者が参画した委員会を設置するとともに、
民間との共同研究により、所外の専門的なノウハウや多様な知見を取り入れて、研究
開発を実施。 

○ 天井の落下防止に必要な耐震設計・施工に関する技術資料を整備。 

○ 屋根ふき材の耐風性能確を確保する手法として、屋根ふき材の構造計算書の標準
案を提案。 

－ 研究開発成果 － 

今後 開

・非構造部材の安全性向上を確保するため、国において、天井及び屋根ふき材に関する
技術基準とその解説書を策定。 

－ 今後の展開 － 
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「安全・安心な社会に向けて」 

火災リスク評価に基づく性能的火災安全設計法の開発 
                                               建築研究所 

－ 研究開発概要 －

○ 火災リスクを適切に評価するための手法が整備されていないため、現行の防火基準

では、建物の使用状況や維持管理の状態まで考慮した設計ができない。 

○ 火災の発生頻度、被害の大きさを踏まえた、建築物における火災のリスク評価のフ

レームワーク（枠組み）を構築。 

 研究開発概要  

○ 防火区画について、延焼防止、避難安全確保、消防活動支援等の各種性能の確認

手法の開発により、面積制限のない新たな防火区画設計法を提案。 

○ 火災発生時に避難者に影響を与える煙やガスの拡大流動性等を考慮して、実験によ

り、避難安全のための煙性状予測及び防火材料の性能評価法を開発。 

－ 研究開発体制 － 

【産学官の連携】 
建築研究所内に、大学、民間、国等の有 建築研究所内に、大学、民間、国等の有

識者が参画した委員会を設置するとともに、
大学との共同研究により、所外の専門的
なノウハウや多様な知見を取り入れて、研
究開発を実施。 

○ 火災安全における避難リスク、延焼リ
スク等の火災リスクを整理し、それらを評
価する枠組みを構築。 

－ 研究開発成果 － 

○ 各火災リスクに対する性能設計手法と
して、防火区画設計法、防火材料の性能
評価法等を開発。 

今後 開

・建物使用状況等も踏まえた火災安全性を確保するため、国において、防火区画、防火
材料等に関する技術基準とその解説書を策定。 

－ 今後の展開 － 
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研究の概要 

「安全・安心な社会に向けて」 

気候変動等に対応した河川・海岸管理 
                                      国土技術政策総合研究所 

研究成果 

 地球温暖化が進展しており、その影響が顕在化しつつあることから、現在既に現れている影響（異常
豪雨、異常少雨）に対して、XバンドMPレーダ等の革新的技術を取り込んだ新しい水管理技術を開発

する。将来現れると予想される影響（降雨量変化、海面水位上昇等）に対しては、氾濫や渇水の被害
評価手法の高度化を図り、国土の脆弱性を把握し、今後新たに取り組む適応策を提示する。 

 
 Ⅰ． 降雨予測情報等を活用した次世代型水管理の開発 
・ XバンドMPレーダの雨量算定システムを構築し、全国４地域に実装 
・ 安価な簡易水位計及び伝送装置の現地適応性を確認 
・  レーダ雨量計により得られた緻密なデータを用いた内水氾濫統合型

の分布型洪水予測モデルの開発 
・ 事前放流や適切な放流量の設定の検討手法の提示 
 

XバンドMPレ ダによる高密度な豪雨の捕捉
耕作地 

Ⅱ．温暖化による河川・海岸への影響把握と対応策の提示 
・ 地球温暖化下における雨量増大率の算定手法を開発し、将来の洪水流

量の増大を推算した。 
・  既に上昇した潮位の上昇を取り込むための海岸堤防の設計手法の提

示 
・ 積算気温と降雨から河川低水流量を簡易に予測する手法の開発 

XバンドMPレーダによる高密度な豪雨の捕捉

 
 
Ⅲ．地球温暖化による気候変動の影響に適応した国土保全

方策の検討 
・  地域特性を考慮した長期沿岸防災計画のための沿岸タイプ分け手法の

・ 渇水時において緻密な流水管理を行うための低水管理シミュレータの構
築 

・ ダム再編時の課題を抽出、解決策の提案 
・ 2050年における気候変動の世界の水需給バランスに与える影響の評

価 
 

気候変動による将来の氾濫リスク等の増分の分析 

 
 
 
 
 
 
 
 

地域特性を考慮した長期沿岸防災計画のための沿岸タイプ分け手法の
開発 

・ 気候変動に伴う降雨変化が斜面崩壊にもたらす影響の提示 
・ 水害被害の波及被害の算定手法の開発 
・ 渇水被害情報を反映させた渇水被害の算定法の試作 
・ 渇水耐性の弱い住民属性の明確化、受忍レベル曲線の作成 
・ ICHARM等と連携し、河川局による洪水リスクに対する適応策の国際ガ

イドラインに情報をインプットした。 
気候変動と斜面崩壊危険度の関係評価 

 
 成果の活用    

気 壊

 XバンドMPレーダについては、
H22年7月より雨量情報を試験

配信している他、その他成果
についても社会資本整備審議
会の答申や「日本の水資源」

実施体制    

 気象研究所、防
災科研、ICHARM、

京大防災研、地方
整備局等と連携 

本省とは社会資 会の答申や「日本の水資源」、
河川局策定の洪水リスクに対
する適応策に関する国際ガイ
ドライン等に反映されている。 

適応策に関する
国際ガイドライン 

 本省とは社会資
本整備審議会への
インプットに関する
調整を実施 
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「安全・安心な社会に向けて」 

集中豪雨による超過洪水を対象とした河川堤防技術に関するイノベーション 
～耐越水堤防に関する技術研究開発 

                                               土木研究所 

  

－ 研究開発概要 － 

 越水による外力に対してねばり強く抵抗する地盤及び人

工材料による複合型河川堤防構造を提案する。特に、土木

学会がとりまとめた「『耐越水堤防整備の技術的な実現性

研究開発成果

円山川の破堤 
（平成１６年１０月台風２３号） 

の見解』について」（平成20年10月）に示される既存技術の

課題（維持管理や変形追従性等）を解決し、長大な河川堤

防の特性も考慮した堤防強化技術の開発を行う。 

－ 研究開発成果 － 

【対策（その１）】  裏のりをｼｰﾄで被覆   【対策（その２）】 裏のりを短繊維混合
補強土で被覆 

実験前 

侵食速度 

シート有無 

シート種類 

シート設置方法 実験後 

今後の展開

侵食速度は、シートを設置することにより減少    
吸出防止シートは、透気・透水性によりシートが 
浮き上がりにくく（揚圧力が小）、侵食速度が低下 

模型実験により、一定の条件下
（堤防高さ3m、のり面勾配1:3、越
流水深30cm 、３時間程度）では
耐侵食機能向上効果を確認 

・本研究で得られた各堤防強化技術について、残された課題を明らかにするとともに、実
験結果については技術資料をとりまとめる。（平成２２年度終了） 

－ 今後の展開 － 
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「安全・安心な社会に向けて」 

地震による地すべり災害の発生危険箇所を精度良く予測する技術 
                                               土木研究所 

－ 研究開発概要 －

○近年、地震による地すべり災害が多発しており、地震による地すべり発生危険箇所評

価手法の開発が求められている。 

○地すべり地形要因を基にした地震による地すべり再滑動危険箇所評価手法を開発し、

この手法をもとにしたハザードマップの作成法を提案した。 

 研究開発概要  

地震による地すべ
り災害の多発 

中越地震 寺野地すべり 

中越地震 東竹沢地すべり 

－ 研究開発体制 － 

地震による地すべりの多発範囲 
   （過去の事例を本研究で分析） 

   新潟県上越地域でのハザードマップ作成試案 

（既知の断層情報と本研究で開発した手法を組み合わせ作成）

－ 研究開発成果 － 

国、県との資料提供及び現地調査等で連携した（独）土木研究所単独研究 

・本研究成果を活用した、地震による地すべりの再滑動危険斜面の把握と対策及びハ
ザードマップの作成 

○地形要因を基にした地震による地すべり再滑動危険箇所評価手法の提案 
○当該評価手法を用いたハザードマップ作成手法の提案 

－ 今後の展開 － 
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「安全・安心な社会に向けて」 

豪雨、地震、火山による土砂災害の発生危険度を精度良く予測する技術 
                                               土木研究所 

－ 研究開発概要 － 

○ 近年頻発している豪雨・地震による大規模な斜面崩壊は、災害事例が増えつつあり、

その対策を講じることが急務である。また火山噴火後の土砂災害については、被害が

甚大になることから、被害が及ぶ範囲を精度よくかつ迅速に把握することが求められて

いる。 

○ 豪 地震 よる大規模な斜 崩壊 は 対策を講じる箇所を絞り込むため○ 豪雨・地震による大規模な斜面崩壊については、対策を講じる箇所を絞り込むために、

日本全国の発生危険度を評価する必要がある。火山噴火後の土砂災害については、

現場の職員が活用できるよう、既存の技術の汎用性や迅速化を改良する必要がある。 

【火山噴火後の土砂災害」】【豪雨・地震による大規模な斜面崩壊】

日本で明治時代以降に
発生した深層崩壊122事

例を地形（第四紀隆起
量）・地質（地質年代、地
質体）の観点から分析し

火山噴火後の降雨による土石流について、被害範囲推
定手法の汎用化、迅速化を行った。 

同手法は平成23年霧島新燃岳噴火時において、九州地
方整備局職員による被害範囲評価に活用されている。 

質体）の観点から分析し、
日本全国の深層崩壊発
生頻度を４段階で色分け
した地図を作成した。 

同マップは2010年8月に

国道交通省砂防部より
公表されている 

計算イメージ 

被害範囲推定手法の概念図 深層崩壊推定頻度マップ 

※【豪雨・地震による大規模な斜面崩壊】については、「深層崩壊に関する基本事項に係わる検討委員会」を砂防学会と立ち
上げ、議論を行っている。また、【火山噴火後の土砂災害】については、被害範囲推定手法の根幹となる上流域の降灰堆積
範囲 把握 本 営と共 「自動降雨 降灰観測装置 を開発 現在特許を申請 る

○ 深層崩壊推定頻度マップの開発および公表 

○ 火山噴火後の土砂災害の恐れのある渓流における被害範囲推定手法の迅速化 

－ 研究開発成果 － 

今後の展開

範囲の把握について、日本工営と共同で「自動降雨・降灰観測装置」を開発し、現在特許を申請している。 

・深層崩壊の恐れのある斜面の抽出手法、および発生規模の評価手法の開発 
・火山噴火後の土砂災害による被害範囲推定手法について、既存・新設の対策施設の
効果を反映させるための技術開発を行い、精度を向上させる。 

－ 今後の展開 － 
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－ 研究開発概要 － 

「安全・安心な社会に向けて」 

気候変動による世界の水資源量変化および社会的影響予測モデルの開発 
                                         国土技術政策研究所 

○水資源の観点からの将来の世界の安全保障について、我が国、および国土交通省の

役割をより高い精度で明らかにする。  

途上国を中心

地球規模での 
気候の変化 世界農産物需給予測モデルを組み込んだ 

気候変動による世界の水需給量変化予測検討モデル

経済発展  
途上国を中心

とした 
人口の増加 

地球規模で水資源分布の変化 

気候変動 世界 水需給 変 予測検討
の構築と水使用シナリオ毎の予測計算の実施 

【研究の主体】 
国土技術政策総合研究所

【産学官の連携】 
学 東京大学 京都大学 中央大学 茨城大学

国連による人口・ＧＤＰの見通し 2050年までの水資源量・農業用水・工業用水・生活用水需給バランスの推定 

－ 研究開発体制 － 

－ 研究開発成果 － 

 国土技術政策総合研究所 
・モデルの開発 
・予測計算の実施 
・予測結果の評価 

学：東京大学、京都大学、中央大学、茨城大学
 産：丸紅（株）丸紅経済研究所 
 官：（独）国際農林水産業研究センター 
→検討方針及び成果の妥当性について、委員会に
おいて意見交換。 

○我が国の水に関する安全保障及び貢献策の提案 
 ・我が国が果たす役割を考える上での視点 
 ・世界の水安定供給に向けて日本が果たすべき役割の方向性 

予測計算に使用する各種入力値（人口予測及びGDP予測）の信頼性の評価 予測計算

－ 今後の展開 － 

・予測計算に使用する各種入力値（人口予測及びGDP予測）の信頼性の評価、予測計算
の更新 

・適切な水資源管理を実施し，国民の安心・安全な生活にとって、問題が顕在化する前
に有効な対策を講ずることが重要 

22 



研究開発概要

「安全・安心な社会に向けて」 

大規模災害時の交通ネットワーク機能の維持と産業界の事業継続計画との
連携に関する研究 
                                         国土技術政策研究所 

中小企業へのBCP策定の動機付けとしてBCPの効果を示し、行政による中小企業のBCP策定を支援する方法として 

①企業が簡易にBCPを策定することができるよう行政による中小企業支援方法の研究 

行政から企業への情報提供において、企業による実効性の高いBCPの策定に資する情報の高度化として 

 ②ネットワーク評価を想定した構造物の整備・管理水準に関する研究 
 ③地震時のインフラ被害波及構造のモデル化に関する研究 

－ 研究開発概要 － 

③インフラ被害の波及構造モデル化による
   震災復旧過程の遅延を把握 

②災害時でも有用な道路 
   ネットワークの評価 

１）民間企業が簡単にBCPを策
定できる検討会を、行政が運
営する上での簡易な方法を解

①作成した「官民共同による 
   事業継続計画策定支援 
   ガイドライン（案）」の特徴 橋梁やトンネルなど各種

構造物の評価方法を共
通化し、災害時でも有用
な道路ネットワークを評

震災復旧は、作業員参集・資材確保・現
場への移動を考慮すると、あるインフラ
は他のインフラ復旧状況に影響されると
考えられ、その影響をシミュレーションす

営する上での簡易な方法を解
説している。 

２）検討会参加企業は、行政か
ら提供されるBCP策定に必要
な被災想定情報等を入手でき、
BCPと合わせて防災計画も作
成することが可能となる。 

価する方法を開発、BCP
の検討に当たって、通行
可能な道路の被災を想
定することが可能となる。 

幹
線
道
路
復

40 % 

60 % 

80 % 

100 % 

各インフラの復旧活動は 
相互依存しているため、 
インフラの復旧が想定より

ると各ライフラインの復旧は想定より遅
延する可能性があることが分かった。 

－ 研究体制 － 地方整備局 
 

策定

経済団体 
（企業）

本 省 
 

統括 指示

地方自治体 
 

BCPの策定

図はイメージです 

３）BCP構成文書の雛形の例示
など、検討会参加企業が自社
のBCPをゼロから作成する負
担を軽減した。 

地震発生後の経過日数 

復
旧
率 

0 % 

20 % 

0 5 10 15 20 25 30 

インフラの復旧が想定より
遅延することがモデルで判明した 

相互連関なし 
相互連関あり（交通モデルあり） 

凡
例 

    通行可 
    通行危惧 
    未評価 

凡
例 

地方整備局及び地方自治体
及び商工会等と協働し、地域
の中小企業をまじえた検討
会を開催するなどにより研究
を実施した 

BCPの策定

企業における
BCPの作成に

必要な提供す
べきインフラ
データ等の支
援 

（企業）
 

BCP策定に必要

なインフラ等情
報の提示 
BCPの策定 

国 総 研 
 

各種の分析 
検討の実施 
検討成果の提示

統括
必要な施策の
策定、実施 

公益企業 
 

インフラ被害の
相互依存性把握 
連携方法の検討

支援     協働 

指

 
報告 

BCPの策定 

経済団体及び公
益企業との情報
交換の場の設定 
企業における
BCPの作成状況、

提供すべきデｰタ
の把握等及びイ
ンフラデｰタ支援 

支援 

連携 

連携 

連携 

連携 

○ 官民共同による事業継続計画策定ガイドライン（案）の策定 

○ 道路構造物群の共通指標の開発 

○ インフラ被害波及構造のモデル構築 

－ 研究成果 － 

－ 今後の展開 － 

及び提供 連携方法の検討
BCPの策定 

 

情報提供 

・本研究成果である策定支援ガイドライン（案）は、地方整備局を通じて基礎自治体への周知・普及に 
   努めている。 
・ネットワーク評価に関する研究と地震災害のインフラ被害波及構造のモデル化に関する研究は、 
 それぞれ精度向上のためのデータ整備などを引き続き進めている。 

今後の展開
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「安全・安心な社会に向けて」 

世界一安全でインテリジェントな道路交通社会の実現 
          ・ITSサービスの高度化 
          ・先進安全自動車（ASV）の開発 

道路局・自動車交通局・国総研・土研・交通研

－技術研究開発概要－ 
○ＩＴＳスポットサービスの展開 
  ２０１１年１月から３月までに、全国の高速道路上を中心にした 
  ＩＴＳスポット約１，６００箇所の整備が段階的に完成し、ダイナ 
  ミックルートガイダンス、安全運転支援、ＥＴＣの３つの基本サービスを開始。

道路局 自動車交通局 国総研 土研 交通研

   車両からのプローブ情報を収集することにより、よりきめ細やかな高 
   精度な道路交通情報の把握・提供が可能。 
 

○先進安全自動車（ＡＳＶ）の推進 
  先進技術を利用してドライバーの安全運転を支援するシステムを搭載した先
進安全自動車（ＡＳＶ）の開発・普及の促進に産学官の協力のもと取り組んで
いる。 

 
 
 

－実施体制・実施行程（ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ）－ 

取組み内容  値術開発項目／フィールド実証項目 
                      ※１   

実
施
体
制 

スケジュール 

０８  ０９  １０  １１  １２ 

自専道 路車間通信システム ◇前方障害物情報提供システム自専道 路車間通信システム  ◇前方障害物情報提供システム
◇前方状況情報提供システム  他 

国
と
民
間
の
連

車車間通信システム  ◇追突防止システム 
◇出会い頭衝突防止システム 
◇右折時衝突防止システム 
◇左折時衝突防止システム  普成

大
規
模

連
携
に
よ
る
実
証
・
展
開

◇車線変更時衝突防止システム
◇緊急車両情報提供システム  他 

一般道の路車間通信と自専道
の路車間通信の連携システム 

◇路車間通信の連携により、高速道路出口付近における事故
防止対策 
 

一般道の路車間通信と車車間
通信の連携システム 

◇一般道の路車間通信と車車間通信の連携 

東京において合同実証実験を ◇統 的仕様に基づくインフラ機器を用い 異なるメ カ間の車

普
及
・展
開 

果
の
評
価 

模
実
証
実
験 

開 東京において合同実証実験を
実施 

◇統一的仕様に基づくインフラ機器を用い、異なるメーカ間の車
載器の互換性確認、システム・アプリの効果、受容性の検証 

複数地域において地域実証実
験を実施 

◇各地域の特性を考慮した実験と、2010年以降の実用化も視野
に入れ、より高度なシステムの構築に向けた実験の実施 

・プローブ情報の共有と相互利
用の検討 
・様々な交通流情報の活用に
よる交通シミュレーションの高
度化 

◇各種プローブデータのフォーマットの標準化、アクセス・ルール
の確立検討 
◇従来型のデータとプローブデータの連携方策検討 
・交通状況要因解析・予測 
・プローブを活用したモニタリング技術 

国
・

プ
ロ
ー

の
共
有

技
術
的

プ
ロ
ー

の
相
互民

間 

動的経路案内へのプローブ情
報の活用 

・データ収集・配信のための情報インフラ構築 
・最適経路案内システム 
・路面状況・天候状況提供システム 
・車両動態管理・運行管理システム 
 

※１  ◇：国と民間が一体となって実施する項目  ・：民間、自治体が主となって実施する項目 

ー
ブ
情
報

有
化
検
討 

的
検
討 

ブ
情
報

互
利
用 
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－技術研究開発成果－ 

＜ＩＴＳスポットサービス＞  

○ダイナミックル トガイダンス

「安全・安心な社会に向けて」 

前頁からの続き 

○ダイナミックルートガイダンス

 －広範囲の渋滞データを配信。 

  カーナビが賢くルート選択。 

 ○安全運転支援 

 －落下物の注意喚起などにより 

ドライブ中のヒヤリを減らす

ＩＴＳスポット

  ドライブ中のヒヤリを減らす

   事前の注意喚起 

 ○ETC 

  －ETCのサービスも実現 

ポ トを全国 箇所に整備 プロ ブ情報の利活用ＩＴＳスポットを全国1600箇所に整備 プローブ情報の利活用 

＜先進安全自動車（ＡＳＶ）の推進＞  
自律検知型運転支援システムの例 

（衝突被害軽減ブレーキ） 

通信を利用した運転支援システムの例 

（対向右折車の陰から対向直進車が接近している状況） 

－今後の展開－ 

○ＩＴＳスポットサービスの展開 
・決済、観光、物流などのサービスの展開に向け、官民連携してサービスを 

実証 実証。 

○先進安全自動車（ＡＳＶ）の推進 
・先進安全自動車技術のドライバー受容性等に関する調査や歩車間通信を 
 利用したシステムの検討を行う。 
  25 



－ 研究開発概要 － 

「安全・安心な社会に向けて」 

セカンドステージITSによるスマートなモビリティの形成 
                                         国土技術政策研究所 

 平成16年8月、スマートウェイ推進会議は「ITS、セカンドステージへ」と題した提言を行った。同提言では、
多様なサービスを1つのITS車載器で利用できる車内環境の実現などが示されている。 
 本プロジェクト研究では、上記提言の早期実現に向け、以下5項目を達成することを目的とした。 
（１）次世代ITSシステムの規格・仕様の策定 
（２）AHS（高度走行支援道路システム）技術による道路交通の安全性向上／渋滞軽減システムの開発 
（３）ローコスト料金所によるスマートICの規格・仕様の策定 
（ ）移動体情報 高精度か 低廉な収集シ ム 開発（４）移動体情報の高精度かつ低廉な収集システムの開発
（５）道路基盤データの迅速な更新・配信システムの開発 

－ 研究の実施体制 － 

【産学官の連携】 
産：民間企業（自動車メーカー、通信メーカー、地

図メーカー他）等

－ 研究の実施状況－ 

図メーカー他）等 
学：大学・学会（東京大学、慶應義塾大学、土木学

会他） 
官：本省、他省庁（警察庁、文部科学省、総務省、

経済産業省）等 

【研究の成果】 
上記の（１）～（５）に対して、以下の成果を得た。 
（１）９つのスポット通信サービスに係る仕様を策定 
（２）安全運転支援システム、サグ部交通円滑化支援システムを開

発 
（３）スマートIC用のETC機器（路側機器）の規格・仕様を策定 

プ（４）従来のRTK-GPSの課題を解決する技術を開発、動線解析プ
ラットフォームを開発、プローブ統合サーバ等の仕様書を策定 

（５）道路基盤地図情報を整備するための要領等を策定 
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「安全・安心な社会に向けて」 

冬期の気象状況・交通状況などに応じて変化する道路の走りやすさや 
地点情報をリアルタイムに提供する手法の開発 

‐冬期道路の走行環境情報提供システムの開発- 
土木研究所

○ 北海道の国道では通行止めの４割が吹雪に起因するなど、吹雪による冬期交通障害
が多く発生しており、吹雪時の走行を支援する方策が求められている  

   → 冬期道路の走行環境情報提供システムを開発し試行的に運用

－ 研究開発概要 － 

                                               土木研究所

→ 冬期道路の走行環境情報提供シ テ を開発し試行的に運用

○ 出発地から目的地までの距離と時間を検索するコンテンツの検索結果において、
「経由する市町村の視界状況」をリアルタイムで表示 

○ また、詳細路線ページで、カメラ画像や気象テレメータへのリンクを表示 

○ さらに 視界や路面の状況を考慮した「冬の所要時間」をシミュレート

－ 研究開発成果 － 

○ さらに、視界や路面の状況を考慮した「冬の所要時間」をシミュレ ト 

 
冬の所要時間へ 

冬道の走りやすさ 

冬の所要時間
をシミュレート 

詳細路線ページへ 

経由する市町村の視界状況
を タイム 表

気
象
テ
レ
メ
ー

道
路をリアルタイムで表示  ー

タ
デ
ー
タ 

路
カ
メ
ラ
画
像 
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○ 北海道の国道では、冬型交通事故の約8割をスリップ事故が占めるなど、凍結路面対

策が重要な課題となっている。 

○ 的確に冬期道路管理を行う上で 刻々と変化する冬期の路面状態をリアルタイムに

－ 研究開発概要 － 

前頁からの続き 

○ 的確に冬期道路管理を行う上で、刻々と変化する冬期の路面状態をリアルタイムに

把握する支援方策が求められている。 

   → 冬期道路の走行環境情報提供システムを開発し、試行的に運用。 

－ 研究開発成果 － 

○ 走行車両と沿道構造物の影響を考慮した路面温度推定手法と路面のすべりやすさを
連続的にモニタリング可能な計測手法を開発。 

○ 道路管理者に、気象予測・路面凍結予測情報と路面のすべりやすさに関するモニタリ
ング情報をリアルタイムに情報提供するシステムを構築し、Webで情報提供。 

気象・凍結予測情報 

冬期道路管理におけるシステムの位置づけ 

情報提供システム 

路面温度推定モデル 

・H22年度で研究課題終了 

－ 今後の展開 － 

連続路面すべり抵抗値測定装置 

予測・モニタリング手法の開発 
リアルタイム情報提供システムの開発、運用 

路面すべりモニタリング情報 
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－ 研究開発概要 －

「安全・安心な社会に向けて」 

住宅・市街地の日常的な安全・安心性能の向上のための技術開発 
                                               建築研究所 

○防犯性の高い住宅及び地域づくり並びに市街地環境に関する評価技術を開発 

○建築内事故の防止を目的とする安全・安心データベースの構築技術の確立 

○ユニバーサルデザインによる総合的な安全・安心性能を備えた建築物・地域づくりの計

画・設計のための基礎的技術を開発 

－ 研究開発概要 － 

 

階 安全性 す 定 的把 歩 空 安全 び防

－ 研究開発体制 － 

階段の安全性に関する定量的把握

の実験 
歩行空間の交通安全及び防犯調

査 

【産学官の連携】 

○地域住民が地域の防犯上の課題を把握するための調査手法及びをまとめた「防犯ま

－ 研究開発成果 － 

 建築研究所内に、関連する分野の企業、大学等からの専門家が参画する委員会を
設置し、所外の専門的なノウハウや多様な知見を取り入れて、研究開発を実施。 

○地域住民が地域の防犯上の課題を把握するための調査手法及びをまとめた 防犯ま
ちづくりのための調査の手引き」を作成  

○安全に寄与する建築・部品等のデータベースを構築。 

・建築物内や地域の安全性向上を確保するため、国において、住宅の品質や都市計画

－ 今後の展開 － 

建築物内や地域の安全性向 を確保するため、国にお て、住宅の品質や都市計画
に関する技術基準とその解説書を策定。 

・今後、高齢化が進展するアジア諸国等の海外市場に、我が国のユニバーサルデザイ
ンの技術を展開。 
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「安全・安心な社会に向けて」 

建築空間におけるﾕｰｻﾞｰ生活行動の安全確保のための評価・対策技術 
                                      国土技術政策総合研究所 

－ 研究開発概要・実施体制 －

・人口の高齢化やライフスタイルの変化、新しい建築機械設備の導入 
・今後、建物内（非住宅建築物）での事故死者数は、最大で年間 
  5,500人（国総研推計）‥交通事故死者数に匹敵する恐れ 
・日常生活時における事故（日常災害）の予防・対策が必要

 研究開発概要 実施体制  

日常生活時における事故（日常災害）の予防 対策が必要 

・日常災害事例の収集・整理・分析、関係情報の収集、事故防止策の 
 検討‥アンケート調査、報道・関係機関からの情報 
・効果的な知識ベースの提供方策の検討、開発効果的な知識 スの提供方策の検討、開発
・実施体制：検討委員会の設置 
 大阪工業大学、東京理科大学、（独）建築研究所、 
 専門機関（住宅、昇降機）、設計実務者、弁護士、国総研 

「建物事故予防ナ ジベ 開発

・ 「建物事故予防ナレッジベース」を
開発 b上で公開し 事故情報等

「建物事故予防ナレッジベース」の開発 
－ 研究の実施状況－ 

開発、web上で公開し、事故情報等

の収集、分析及び対策の検討等の
成果を提供  
・閲覧者からの事故情報などの投
稿機能を装備 
継続的な情報収集 調査分析 情・継続的な情報収集、調査分析、情

報提供 
・研究成果の積極的広報・普及を目
的としたシンポジウムの開催 
 

事故情報の提供／情報発信／事故情報 事故

 2009.08～2011.02まで  
約34,000アクセス（19,600人） 

事故情報の提供／情報発信／事故情報・事故
防止事例の投稿／シンポジウム動画公開 etc. 

http://www.tatemonojikoyobo.nilim.go.jp/ 
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（２）「誰もが生き生きと暮らせる社会に向けて」 



「誰もが生き生きと暮らせる社会に向けて」 

自律移動支援プロジェクトの推進 
‐歩行者移動支援の推進‐ 

                                               政策統括官 

 少子高齢化社会に向けて、ICT(情報通信技術)等を活用し、高齢者や障がい者をはじめ、誰もが必

要に応じ、移動に関する情報を入手し、積極的に活動できるバリアフリー環境の構築をソフト施策の
面から推進することを目的に、高齢者や障がい者等の移動制約者等に対するICT等を活用した歩行
者移動支援サービスの普及・展開に向けた環境整備を行う。 

実施概要 

現在位置情報現在位置情報  

バリアフリーバリアフリー  
情報情報  

身体的特徴に

多言語情報多言語情報  
多言語による
観光情報の提
供 

現在地は 
神戸市中央区 
京町○丁目です。 

身体的特徴に 
あわせて 
移動経路等の 
情報を提供 

多言語 
情報 

バリア 
フリー 
情報 

Hozo-mon. 
Senso-ji 
Temple’s・・・ 

現在 
位置 
情報 

●歩行者移動支援システムの概要 
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①位置特定技術 

 位置特定の精度や提供するサービス内容を考慮し、多様な位置特定技術を活用しながら、歩行者

「誰もが生き生きと暮らせる社会に向けて」 

前頁からの続き 

位置特定 精度 提供する 容を考慮 、多様な位置特定技術を活用 な 、歩行者
の移動支援を実施。 

②場所情報コード 

 緯度、経度、高さ（階層）から構成され、共通化した場所情報コード（ID）を付与することで、歩行者移
動支援への適用を実施(国土地理院においてルール化)。 

128bits 
場所情報 ド ジ

場所情報コード 
*************2 

１階層(約3m) 

① 区分：2bits（４通り）  

② 緯度：23bits  

③ 経度：24bits  

①  ②  ③  ④  ⑤ 

64bits 

Identification Code  

※緯度、経度は秒単位で表し、小数点以下１桁で表示 
※北緯／南緯、東経／西経を正負の符号で区別（1bit） 

水平位置を0 1秒(約3m)メッシュで表現

version等 

ucode：0‐0001‐B‐0000000003‐****************16 
※国土地理院がユビキタスIDセンターから割り当てられたコード 

・・・「002」を使用  

場所情報コードのイメージ図 

③歩行空間ネ トワ クデ タの整備

約3m(0.1秒間隔) 

約3m 

場所情報コード 
*************2 

（0.1秒間隔） 

緯線 

経線 

③ 経度

④ 高さ（階層）：9bits  

⑤ 連番：6bits  

・・・屋外は「1111111112」を使用  

  水平位置を0.1秒(約3m)メッシュで表現

・・・  26 = 64個識別できる  

※⑤を「0000002」としたものは緯度・経度で規定される空間 
  そのものを表すコード（論理場所情報コード）に割り当て  

場所情報コードの仕様 

③歩行空間ネットワークデータの整備

 段差の有無、幅員やスロープなどのバリア情報を含む歩行空間ネットワークデータを整備し、本デー
タを活用したバリアフリーマップの作成やバリアフリー経路検索並びに移動案内サービスの提供など
により、高齢者、障がい者等の移動制約者の利便性の向上を図る。 
 本年9月にデータの整備仕様(案)を作成し、仕様案に基づくデータ整備を行っている。 

歩行空間ネットワークの整備 データの公開 街角の案内板や配布物 ICTを活用した移動支援歩行空間ネットワ クの整備  デ タの公開 

ホームページ等で
のデータ公開 

街角 案 板 布物
（バリアフリーマップ）への活用 

街角の案内板や配布物によるバリアフリー経路・施設の案内 

を活用した移動支援
サービス 

①現在位置の特定 

②バリアフリールート
検索 

 携帯電話やパソコン等による経路案内の高度化 

【リンクの属性情報】 
・経路の種類（歩道、エレベーター、エス
カレーター、階段）等 
【リンクの経路情報】 
・通行条件  ・有効幅員   
・縦断勾配  ・路面状況   
・階段     ・手すり 等 

【ノードの属性情報】 
・緯度 ・経度 ・高さ 等

携帯電話等を用いた屋外・屋内シー
ムレスなバリアフリー経路案内 

出発前 

移動中 

屋外  屋内 

PC等で 

③バリアフリールート案内 

④目的地へ誘導 

（利用者の身体的特性・ニーズに応じたバリアフリー経路案内） 

歩行空間ネットワーク
データ 
（描画地図データ） 

緯度 経度 高さ 等
【ノードの配置場所】 
・歩行経路の交差・分岐点・経路属性
の変化点 等 

携帯電話等で 

歩行空間ネットワークデータの活用イメージ 
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●モビリティサポートモデル事業 

 全国的課題の解決に資するもの、あるいは多くの地域に共通する課題の解決に資するものについて、

「誰もが生き生きと暮らせる社会に向けて」 

前頁からの続き 

地方公共団体等に対して支援し、成果を全国的に水平展開することにより、ICT等を活用した歩行者移
動支援サービスの普及・展開の促進を図る。 

急な振り替え輸送の 
情報等を振動や文字で 

情報提供 

【参考】平成２１年度、２２年度モデル事業実施個所 

H２２年度 

H２１年度 

身体能力に応じた 
最適ルートの提示 

施設・ショッピング情報等を 
音声や振動で案内

福岡県 
福岡市 

兵庫県 
篠山市 

島根県 
津和野町 

京都府 
京都市 

東京都 
台東区 

東京都 
中央区（銀座）   

2ヵ年連続実施は
2重枠で示す 

東京都 
墨田区 

  

成果を全国に水平展開 

ICT技術等を活用し、高齢者、障がい者を 
はじめ誰もが移動に関する情報を入手し、 

快適・安心かつ安全に移動出来る環境の構築 

音声や振動で案内    
神奈川県 
横須賀市 

千葉県 
いすみ市 

  

兵庫県 
神戸市 

高知県 
室戸市 

奈良県 
橿原市 

  
  

○第１回（Ｈ２２/９/１６） 「歩行者の移動支援システムの概要について」

【開催状況】 

●ICTを活用した歩行者の移動支援に関する勉強会

 ICTを活用した歩行者の移動支援施策を一層推進し、今後の方向性について検討を行うため、小泉
国土交通大臣政務官主催の下、「ICTを活用した歩行者の移動支援に関する勉強会」（座長：坂村健 
東京大学大学院情報学環教授）を設置し、議論を実施。 

 ・歩行者の移動支援システムの概要 

 ・移動支援システムの構成要素の現状について 

 ・国土交通省成長戦略の推進に向けた歩行者移動支援施策について 

○第１回（Ｈ２２/９/１６） 歩行者の移動支援システムの概要について」

 ・歩行者の移動支援システムの概念について 
 ・移動支援システムの要素技術に関する最新状況 

(歩行空間ネ トワ クデ タ 場所情報 ド)

○第２回（Ｈ２２/１１/１６） 「移動支援システムの概念と構成要素技術の現状について」 

  (歩行空間ネットワークデータ、場所情報コード)
 ・事業者からのヒアリング及び意見交換 第2回勉強会(H22.11.16) 

○第３回（H２３/３/８ 開催） 「歩行者移動支援に関する課題と今後の方向性について」 

成果と今後の展開 

○「歩行空間ネットワークデータ整備仕様案」(平成22年9月)を作成し これに基づき三大都市圏○「歩行空間ネットワークデータ整備仕様案」(平成22年9月)を作成し、これに基づき三大都市圏

を中心に、バリアフリー新法に基づく重点整備地区においてデータ整備を実施中。 

○モビリティサポートモデル事業の成果等を基に、全国的な水平展開を推進するとともに、「ICTを
活用した歩行者の移動支援に関する勉強会」での議論等を踏まえ、歩行者移動支援サービス

の普及・展開に向けた施策を推進する。 
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－ 研究開発概要 －

「誰もが生き生きと暮らせる社会に向けて」 

ユニバーサルデザインの評価手法の開発 
                                      国土技術政策総合研究所 

○ 施策の効果について、利用者の視点に立った満足度などを客観的に評価するため

に、「ユニバーサルデザイン指標」を作成。 

－ 研究開発概要 － 

ユニバーサルデザインの考え方に基づくバリアフリー化施策推進のためには、基本構サルデザインの考え方に基 く リアフリ 化施策推進のためには、基本構
想、住民参加、PDCAサイクルなど適切なプロセスのもとで、移動円滑化基準等に照ら
した着実な事業推進が必要であることを踏まえて、以下の通り指標群を設定。 

指標群A 指標群B

指標の構成 

指標群A 
「地区の現況評価」 

指標群B
「市町村のバリアフリー化施策に対する
取り組み評価」 

指標群Aの構成イメージ
指標群 体系

・バリアフリー新法に規定された重点整備地区において、 
生活関連経路、生活関連施設のバリアフリー基準への
適合状況に着目の上指標化 

・バリアフリー施策の推進主体である市町村を対象に、 
PDCAサイクルの仕組み構築に重要な制度設計、 
実施体制等に着目の上指標化 

指標群Aの構成イメ ジ 
指標群Bの体系 

－ 研究開発体制 － 

 学：大学関係者 

研究開発成果 今後 展開

 官：本省・国土技術政策総合研究所等 
（両者で構成されるワーキンググループを活用） 
→指標の検討は、関係機関・学識経験者・利用者等の意見
を踏まえ実施。 

－ 研究開発成果・今後の展開 － 

○ユニバーサルデザインの考え方に基づくバリアフリー化の指標および評価手法
をとりまとめた。 
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－ 研究開発概要 － 

「誰もが生き生きと暮らせる社会に向けて」 

シームレスな位置測定技術の開発 
                                               国土地理院 

○ だれでも、いつでも、どこでも位置を知る技術（測位技術）は、防災、エコ対策、弱者支援等さまざま

な分野における取り組みの基礎となるものである。 

○ 屋外の測位は、GPS技術が活用できるが、人間活動が集中する地下街や屋内における標準的な

測位技術の開発、また、屋内外で整合を確保する技術の開発が必要である。 

→ 屋内で適用可能な測位技術の開発と 屋内外のシームレス測位の実現 → 屋内で適用可能な測位技術の開発と、屋内外のシ ムレス測位の実現 

電
子
タ

実験機器 

タ
グ
テ
ー
プ 

実験風景 

－ 研究開発体制 － 

流山おおたかの森駅周辺 
での屋内外シームレス 
測位の実証実験 

シームレス測位の軌跡
（赤がGPSによるもの、 
青がタグによるもの） 

電子タグ 

－ 研究開発成果 － 

【実施機関】  東京大学空間情報科学研究センター、国土地理院、情報通信研究機構、 
科学警察研究所、消防庁、消防研究センター 

【研究推進委員会】 学識経験者、国土交通省、総務省、総務省、消防庁、警察庁、実施機関 

○ 電子タグとGPSを併用した屋内外のシームレス測位のアルゴリズムの開発。ＧＰＳ
が受信できる場所とできない場所が混在し、実利用の先導的な場所と想定される駅
とその周辺でのシームレス測位の実証。 

 

○ ＩＣタグを用いた位置を表す点（位置情報点）の有効性を確認。 

・ 位置情報点の設置、普及等を通じて、屋内外どこにいても自分の位置が分かる社会
の実現と、位置情報サービスの発展に寄与する。 

－ 今後の展開 － 
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－ 研究開発概要 － 

「誰もが生き生きと暮らせる社会に向けて」 

ICタグの位置情報の取得・管理手法の確立 
                                               国土地理院 

多種多様な位置情報サービスの情報を屋内外を問わず統一的に利用できる位置情報基盤整備のため、
モノを識別する国際標準コードのucodeに位置情報を組み込みんだ「場所情報コード」の推進を以下の通
り図っている。 

○ 全国約２万点の基準点に場所情報コードを入力したICタグを設置し、基準点の維持管理を効率化 

○ 基準点管理以外での場所情報コードの利活用可能性について、具体的な場面を想定した実証実験  
や位置決定手法の検証を他機関との共同研究により実施や位置決定手法の検証を他機関との共同研究により実施

場所情報コードとは  
・位置情報を発信するICタグなどの媒体を識別するための 
番号。国際標準の識別コードであるucodeに概略の位置を 
組み込む。 

ICタグ↓ 
00001B0000000003 
09EA9BA679AD9B01 

ucode(128bits)  ucode(128bits) 
 国土地理院を識別するコード（64bits）   Identification Code (64bits) 

分類（2bits）  23bits  24bits  9bits  6bits 

００ 
緯度 
《0.1秒単位》 

経度 
《0.1秒単位》 

高さ 
《階数》 

連番（0～63） 

インテリジェント基準点  
・基準点管理の効率化のため、ICタグを設置した基準点。場
所情報コードと正確な位置情報が記録されており、その場で
位置を知ることが可能。これまでに２万点をインテリジェント基
準点化。 

場所情報コードの利活用イメージ  
・屋内外を問わず、いつでも、どこでも自分の位置が確認でき、さ
らに場所情報コードに紐付けされたサービス情報などを得ること
もできる。 

 

－ 研究開発成果・今後の展開 －

・場所情報コード記録媒体への記録仕様に関する研究開発 
・場所情報コードの利活用に関する技術開発及び実証実験 
・場所情報コードに関連付けされた位置情報等の管理に関する研究 

場所情報コードの利用技術に関する共同研究 
（平成２２年度～平成２３年度） 
民間、大学など１７機関との共同研究 

－ 研究開発体制 － 

○インテリジェント基準点の整備の推進  

○場所情報コードを整備するためのガイドラインの策定 

○場所情報コードの利活用に関する検討 

－ 研究開発成果・今後の展開 － 

地理空間情報の高度活用 
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研究概要

「誰もが生き生きと暮らせる社会に向けて」 

地方都市再生に向けたLRT活用方策 
                                      国土技術政策総合研究所 

ドイツにおいて開発され高い効果を上げているＬＲＴの地方鉄道乗入れ技術を対象として、

先進事例を持つ海外事例分析を通じて、整備効果の定量的把握や計画・事業調整手法、

さらにハードウェア技術開発の方向性の検討を行うことにより、日本においてもＬＲＴの地

方鉄道への乗入れを実現し、地方都市中心市街地活性化等に資することを目的とする。 

－ 研究概要 － 

－ 実施体制 － 

【国総研プロジェクト研究】マルチモーダル交通体系の構築に関する研究（H14～18）の ８つの課題の一つであ

る「まちづくりと一体となったＬＲＴ道入手法の提案」の中の「ＬＲＴの地方鉄道乗り入れ」に関して深掘りとして位
置づけ、国内の情況把握、海外事例調査を実施 

①海外事例の分析、新たな需要予測手法の構築、整備効果の評価項目、効果の把握について整理 

②導入パターンの設定、都市政策との連携のあり方、合意形成を支援する事業調整上の工夫につ
いて整理 

③我が国でのハードウェアに関する技術開発の方向性をとりまとめ 

－ 実施状況 － 

 

 

関心を持つ自治体に情報提供、意見交換を行い、検討に活用 

LRTの地方都市乗り入れによる効果イメージ  ③ハードウェア技術開発方向性整理（例） 

項目 
①鉄道区間をＬＲＶ
のみが走行する場

合 

②鉄道区間をＬＲＶと鉄
道車両双方が走行する

場合  

車両形 将来形ではＬＲＶの 鉄道車両の走行に支障

・鉄道区間にLRVが乗り入れた際のプラットホーム
の対応方法を記述した例 

車両形
状の違
いによ
る課題
と対応  

将来形ではＬＲＶの
み走行するため鉄道
車両限界、建築限界
の制約は受けない
が、鉄道車両を運行
しながらプラットホー
ムの改良等の工事
を行う場合、配慮が
必要

鉄道車両の走行に支障
をきたさない位置に設置
する。仮に建築限界の
外側に設置する場合、Ｌ
ＲＶとプラットホーム端の
離れは325mmとなり、Ｌ
ＲＶに乗降時ステップ等
を設備する必要がある。 

水平方向 垂直方向の必要 水平方向、垂直方向の
それぞれギャップに対応
する必要がある。  

（軌道側で、４線軌条化
により対応する方法もあ
る。） 
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研究開発概要

「誰もが生き生きと暮らせる社会に向けて」 

人口減少・少子高齢化社会に対応した都市・居住空間の再構築技術の開発 
                                               建築研究所 

○人口減少に、地域活力の低下・衰退が発生。国や地方の財政余力も低下。公共サー

ビスの維持が困難。 

○都市・住宅施策支援のための基礎情報の整備・運営手法の開発  

○地区特性に応じた生活環境の維持・向上手法の開発

－ 研究開発概要 － 

○地区特性に応じた生活環境の維持 向上手法の開発

－ 研究開発体制 － 

【産学官の連携】 
究機関と 共 国の研究機関との共同

研究を実施するとともに
情報交換を行い、所外
の専門的なノウハウや
多様な知見を取り入れ
て、研究開発を実施 

○地区特性の把握に必要な指標、基礎情報（データ）項目及びデータ整備の方法を整
理し、地区の特性評価、将来予測を行う手法を開発。 

ぞ

－ 研究開発成果 － 
地域運営を担う組織体制イメージ 

 ○地区の特性に応じて、それぞれ空間再編の手法、生活環境の維持手法、担い手の

組織化手法、将来目標及びその実現シナリオの設定手法等を開発。  

 

－ 今後の展開 － 

・空間再編の「目的－手法」をセットに、住民の意志決定、組織化の仕組み、目的
 

空間再編の 目的 手法」をセットに、住民の意志決定、組織化の仕組み、目的
達成手法（ツール）を開発 
・人口減少・少子高齢化社会に対応した都市・居住空間の再構築技術等に関する
技術基準とその解説書を策定 
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「誰もが生き生きと暮らせる社会に向けて」 

建物用途規制の性能基準に関する研究 
                                      国土技術政策総合研究所 

研究開発概要

■ 新しい建物用途・業態の出現 

   従来の規模等の外形基準による建物用途 
  規制では明確な判断が困難な新しい用途・ 
  業態の出現 →市街地環境の悪化 

■ 負の影響への対策を考慮した合理的判断

－ 研究開発概要 － 

■ 負の影響への対策を考慮した合理的判断

   「立地可」「不可」のみでなく、「条件付き立 
  地許可」の導入による弾力的運用の必要 

都市計画・建築規制における建物用途規制の方法を、性能規定の考え方で

合理化することに向けて 建物用途の市街地環境への影響度合いを定量的

「公衆浴場」に分類され、
「一般の銭湯」と区別でき
ない「スーパー銭湯」 

明快な判定基準のない「機
械化された配送センター」
（原動機を使用する倉庫） 

合理化することに向けて、建物用途の市街地環境への影響度合いを定量的

に予測・評価する技術的手法を開発する。 

本省・国総研にて検討実施  
データの実測については専門業者にて実施 

－ 研究の実施体制 － 

①全ての用途共通の影響項目
として「出入り交通」に着目し、
交通量や騒音等の実測データ

一般住宅地において静穏な生活環
境（活動時間帯で55dB）を保持す
るには、周囲の道路の通行状況を、
少なくとも、車両の平均走行速度

－ 研究の実施状況（成果） － 

交通量や騒音等の実測デ タ
に基づき、環境性能レベルと対
応させた予測・評価指標を開発。 

②約130種類の用途を対象とし

た住民感覚の統計的整理によ
り「特定影響項目」（各用途の特
性から特にチェックを要する影

少なく も、車両 平均走行速度
が35km/h以下、歩行者＋自転車の
通行量が80人/h以下、かつ、車両
の通行台数が25台/h以下のレベル
に抑えることが必要 

図１ 生活道路の通行状態と等価騒音レベル 

響項目）の洗出しを実施。 

③以上をベースとして、実用的
場面を想定した「判定チェック
シート（試案）」を作成。 

表１ 静穏性による地域の性能指標の仮設定 

図２ 店舗の出入り交通による車両負荷 

今後の展開

●特定行政庁が現行の建築基準法48条ただし書き許可の審査や、将来的に条件付き立地
許可制度が導入された場合の審査における、判定チェックシート（試案）の活用 

●法制度の抜本的見直しへの反映 

－ 今後の展開 － 
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研究開発概要

「誰もが生き生きと暮らせる社会に向けて」 

住宅の室内空気の健康性確保に資する空気環境測定技術及び換気手法の開発 
                                        建築研究所 

○シックハウス対策の技術基準化はなされたが、住宅の室内空気環境を健康的で安全
に保つためには、ホルムアルデヒド以外の揮発性有機化合物（VOC)への対応も必要。 

○建材等からの化学物質放散量の簡便で実用的な測定技術の開発 

○日本の気候条件を考慮した天井裏や壁内・壁表面におけるカビ等菌類の発生防止の 

ため 設計施 法 開発

－ 研究開発概要 － 

  ための設計施工法の開発 

－ 研究開発体制 － 

【産学官の連携】
透湿抵

外装下地層ランクA 

【産学官の連携】 

 国の研究機関との共
同研究を実施すると
ともに情報交換を行
い、所外の専門的な
ノウハウや多様な知

抗 

ウ ウ 多様な知
見を取り入れて、研
究開発を実施。 

断熱材の熱抵抗は

湿気容量大 

－ 研究開発成果 －

断熱材の熱抵抗は

グラスウール16K100mm 
室内条件：18℃、60%RH 

地域毎に必要とされる防露設計用透湿抵抗比  

○VOC放散量の簡易測定法を開発し、データを蓄積。  
○壁体内部への湿気の侵入及び蓄積メカニズムを把握し、壁体内部等における湿気移
動及びカビ等菌類の発生防止のための設計施工法を提案  

 研究開発成果  

－ 今後の展開 － 

・住宅の室内空気の健康性を確保するため、空気環境測定技術及び設計施工法を解説
書により普及 
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（３）「国際競争力を支える活力ある社会に向けて」 



「国際競争力を支える活力ある社会に向けて」 

ＩＣＴを利活用した施工現場の情報化の促進による 
建設生産システムの高度化・効率化 

                     技術調査課・建設施工企画課・国総研・土研ほか 

 建設生産性の向上に資することを目的

とし、情報化施工の普及促進を図るため、

情報化施工技術の試験的導入・検証

目的 

情報化施工技術の試験的導入 検証、

情報化施工技術に適した施工管理要領、

監督検査要領等の整備を実施 

産学官連携による情報化施工推進産学官連携による情報化施工推進
会議を設置し、行政施策と共に関連
研究開発を推進しているところ 
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取組状況 

・情報化施工の普及に向けた具体の目標、課題及び対応方針、スケジュール等を定

めた情報化施工推進戦略の策定 

情報化施工技術を施工現場 試験的に導入し その効果検証を実施

前頁からの続き 「国際競争力を支える活力ある社会に向けて」 

●情報化施工推進戦略の策定（平成２０年７月３１日情報化施工推進会議）

・情報化施工技術を施工現場へ試験的に導入し、その効果検証を実施 
・現場の試行結果を分析・検討し、更なる普及に向けた出来形管理要領等の策定 
・助成制度（建設技術研究開発助成制度）による関連技術の開発促進 

・普及に向け、技術開発と共に行政施策を実施（総合評価、工事成績への加点） 

●情報化施工推進戦略の策定（平成２０年７月３１日情報化施工推進会議） 

 建設施工のイノベーションを実現することを目的とし、情報化施工の普及に向けて克服すべき諸課題
の解決に向けた対応方針及びスケジュール、具体的な目標などについてとりまとめ。 

●直轄工事現場への試験的な導入及び効果検証 

ブ ザ

●関連基準等の策定・改訂 

TS出来形管理の監督・検査要領の策定（平成22年3月）

マシンコントロール技術 
モータグレーダ  ブルドーザ

（括弧書きは予定を示す） 

TS出来形管理の監督 検査要領の策定（平成22年3月）
TS出来形管理の管理要領の改訂（平成22年12月） 

 トータルステーションを用いた出来形管理技術に対する監督・検査職員の実施項目を具体的に整理 

① 一連の作業フローを整理、監督・検査職員が確認すべき事項を明確化 

② 写真管理基準の撮影頻度の変更  例）掘削工の法長 200mに1回 → 1工事に1回へ緩和 

③ 監督職員の立会確認頻度の明確化  1工事1回以上 

④ 検査頻度の明確化  1工事につき1管理断面 

⑤ TS計測制限距離の変更  2級TS使用時150mを追加（従来3級TS使用時100mのみ） 

TS出来形管理の施工管理データ交換標準の改訂（検討中） 

 拡張性の高い構造に改訂を検討中（舗装工への対応等） 

①層状の構造物（表層 基層など）の管理①層状の構造物（表層、基層など）の管理 

②出来形の測定項目（厚さ、面積、延長）の追加 

③設計データ作成ルールの拡張（線形に依存しない横断面等） 

 １）方向角で定義する場合 

 ２）目標座標名称で定義する場合  
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●関連技術研究開発 〔作業現場のデータ交換に関する国際規格の整備〕 

日本が議長国となり、作業現場のデータ交換に関してISO15143 Earth-moving machinery and mobile 
road construction machinery – Worksite data exchange - （土工機械及び道路工事用機械 －施工現
場情報交換 ）を策定（平成 年 月承認）

「国際競争力を支える活力ある社会に向けて」  前頁からの続き 

場情報交換－）を策定（平成20年12月承認）

ISO15143-Part1 System architecture  
（第１部：システムアーキテクチャ） 
作業現場データにより管理される建設作

ISO15143-Part1 System architecture  
（第１部：システムアーキテクチャ） 
作業現場データにより管理される建設作

－－  国際規格の概要国際規格の概要  －－  

業に関して、作業現場データ交換のため
のデータを特定するもので、施工データ
の流れを示す情報モデル 
 
ISO15143-Part2 Data dictionary 
（第２部：データ辞書） 
情報モデルにより電子データを流通させ

業に関して、作業現場データ交換のため
のデータを特定するもので、施工データ
の流れを示す情報モデル 
 
ISO15143-Part2 Data dictionary 
（第２部：データ辞書） 
情報モデルにより電子データを流通させ

情報モデル 
データ辞書 

●関連技術の開発 〔建設技術研究開発助成制度による研究開発成果〕 

情報モデルにより電子デ タを流通させ
るためのデータの定義や表現を参照する
ためのデータ辞書 

情報モデルにより電子デ タを流通させ
るためのデータの定義や表現を参照する
ためのデータ辞書 

データ交換のイメージ図（データ辞書を参照した交換） 
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【研究の背景 目的】

「国際競争力を支える活力ある社会に向けて」 

既設道路橋の健全性評価・劣化予測技術の開発 
（事例）塩害橋の予防保全診断手法の高度化に関する研究  

                                               道路局・土研 

塩害などは，被害発生時点の予測が非常
に困難な事象 
 
 
 

予防措置が極めて重要 

【研究の背景・目的】 

 
 
 

既往の劣化曲線 

実際の事象の経路 

塩害環境下では橋梁が急激に劣化 

劣化予測手法の高度化 

道路管理者（主として直轄）：まだ損傷が顕著
でない時期に手を入れることが可能に 沖縄などの激しい塩害環境下では 新しくでない時期に手を入れることが可能に

【研究の内容・成果】 

 橋梁の完成時からの経年データ観測環境の整備、実橋梁の塩害に関するデー
タを集積・分析を通じ、既往の劣化予測手法の検証及び高度化について検討を行
う

沖縄などの激しい塩害環境下では、新しく
つくられる橋の予防保全も困難 

う。 

 新設される海上
橋に対する初期品
質計測及び長期観
測計画の策定とこ
れに基づく計測・

 既設の海上橋に
対する調査データ
の収集・分析 

 新設橋及び既設
橋に関するデータ
分析に基づく劣化
予測手法の検討 

 高度化された劣
化予測手法等の提
案 

れに基づく計測
データ蓄積 

・  初期品質等も考慮した塩害に対する劣化予測手法 
・  実橋梁に関する長期観測データの蓄積環境の整備 
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【研究の背景・目的】

「国際競争力を支える活力ある社会に向けて」 

既設構造物を的確かつ効率的に補修・補強する技術の開発 
（事例）道路橋桁端部における腐食対策に関する研究 

                                               道路局・土研 

【研究の背景・目的】 

◆道路橋の桁端部は、伸縮装置からの凍結防止材を 
 含んだ漏水により、厳しい腐食環境にある。 

◆鋼橋では、要補修のほとんどが桁端部の腐食 
（著しい腐食欠損が深刻化）

道路橋の桁端部 

   （著しい腐食欠損が深刻化） 
 現地施工性を踏まえた腐食環境改善技術， 
補修技術の標準化が必要 

道路橋桁端部の腐食環境 ◆近年，コンクリート橋でも桁端部の腐食が顕在化 
 高い圧縮力を加えるプレストレストコンクリート(PC)の
桁端部は複雑な応力状態であり，調査のコア採取や補
修時の安全に配慮した調査手法の確立が必要

鋼橋桁端部の腐食損傷事例 

修時の安全に配慮した調査手法の確立が必要

定着部の露出 

コンクリート道路橋桁端部の劣化事例 

【研究の内容・成果】 
 PC 橋桁端部の応力状態と限界状態の解析，実験的検討，安全に配慮したPC橋桁端部の調査，補
修方法の検討 

鋼橋における断面欠損部の当て板による補修に いて 実橋試験施工と現地載荷試験による効果

支承 
コンクリート橋桁端部の鋼材腐食事例 

道路橋桁端部の調査，補修方
法の提示 

腐食環境改善方法の提示 
 

 鋼橋における断面欠損部の当て板による補修について，実橋試験施工と現地載荷試験による効果
検証，施工の効率化等の検討 

45 



― 施策の概要 ―●施策の概要

「国際競争力を支える活力ある社会に向けて」 

国土交通地理空間情報プラットフォームの構築 
                                技術調査課・国総研・地理院 

 施策の概要   

位置の基準となる基盤地図情報の
上に、国交省が持つ様々な情報を重
ね合わせ、インターネットを通じ、閲
覧・検索・ダウンロードを可能とする
地理空間情報プラットフォームを構
築する このことにより 地理空間情

●施策の概要  

築する。このことにより、地理空間情
報を高度に活用する社会の実現を
目指す。  （地理空間情報流通のための共通基盤） 

○○駅  △△
町 □□町 

地理空間情報プラットフォーム 

情報利活用推進検討会のＧＩＳ
検討ＷＧの下に タスクフォ ス検討ＷＧの下に、タスクフォース
を設け、システムの構築や情報
整備のための検討を実施 
大学と国総研、地理院で地理空
間情報プラットフォームの利活用
等に関する共同研究を実施  地理空間情報高度活用社会の実現 

平成20年4月に試験サイトを開設
http://www.spat.nilim.go.jp/home/ 
 

平成23年2月現在で、国交省が所有
する56種類約36万件の重ね合わせ情

●地理空間情報プラットフォームの公開  

する56種類約36万件の重ね合わせ情
報を掲載 
 

共通の地図として、平成23年3月現在
で、586市区町村の基盤地図情報を整
備し、背景図として利用  
 

共同研究等でニーズ調査等を行い

①  ② 

共同研究等でニ ズ調査等を行い、
画面表示や検索機能を改良 

 
 

今年度末に、約120万件の情報を追

加するとともに、ニーズの高い一括ダ
ウンロード機能の追加を予定 

電子国土Webシス

テムを利用し、基
盤地図情報等を背
景地図データとし
て使用 

① アイコンをクリックすると、 
② その概要（メタデータ）を確認できるとともに、 
③ リンク先にアクセスすることで、さらに 

 詳細な情報を得ることができる。

③個別サイトへアクセス 

 
利用拡大に向け、住所などの地理識別子を用いた重ね合わせ情報の検索、閲覧や携帯端末を利用し
たデータ登録・閲覧機能の追加等により、多種多様な情報の発信が可能となる環境を構築する 

●今後の展開 
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－ 研究開発概要 －

「国際競争力を支える活力ある社会に向けて」 

国土地盤情報の構築・利用技術の開発 
                                      技術調査課・土研 

○ ボーリング柱状図や土質試験結果等の地盤情報は，地形情報等と同様に国土の利

用，開発および保全に資する重要な基本情報であり，極めて公共性が高いものである

と考えられ，広く提供されることは国民にとって非常に有益である．  

○ 国土地盤盤情報の集積と提供の考え方を整理するとともに、国土地盤情報（ボーリン

グデ タ等） デ タベ 構築と国土管理 利用技術を開発する

 研究開発概要  

グデータ等）のデータベースの構築と国土管理への利用技術を開発する． 

   → 社会資本整備をはじめとする国土管理（開発・利用・保全）に利用 

情報の検索 
キーワード、緯度
経度等から直轄

情報のポップアップ 
概要やリンク先(URL)
を表示され、クリック 経度等から直轄

工事におけるボー
リング柱状図や土
質試験結果を検
索できます。 

を表示され、クリック
するとボーリング柱状
図が表示され、土質
試験結果と併せて表
示できます。 

ダウンロード 

－ 研究開発体制 － 

国土交通省技術調査課 （独）土木研究所

キーワード検索や
地図上から最大100
件まで一括でダウン
ロードできます。 

KuniJibanの地盤情報閲覧画面 

○ 地盤力学情報データベースを構築し、国土地盤情報検索サイト“KuniJiban”   

－ 研究開発成果 － 

国土交通省技術調査課、（独）土木研究所
→情報利活用推進検討会地盤情報タスクフォース、地盤情報実務者検討会を通して、

関連部局間の地盤情報共有や利活用を推進する。 

○ 地盤力学情報デ タ を構築し、国 地盤情報検索サイ
(www.kunijiban.pwri.go.jp)から，国土交通省の全ての地方整備局と北海道開発局，
及び内閣府沖縄総合事務局管内の約7万6千件のボーリング柱状図と，2万5千件の
土質試験結果一覧表を公開した． 

○ 国土地盤情報を地理空間情報プラットフォームの重ね合わせ情報として登録． 

－ 今後の展開 － 

・地盤情報を保有する地方自治体等の外部機関との地盤情報共有を推進する． 
・ボーリング柱状図以外の土木分野における地盤調査に関する情報を拡充し、地盤情
報を用いた国土管理への利用技術を開発する． 
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「国際競争力を支える活力ある社会に向けて」 

インフラの建設・維持更新における高度省力化施工 
（プレハブ化、自動化、無人化、情報化）技術 

                                               土木研究所 

   労働生産性が低い地方部の小規模かつ定型化した現場施工、危険な作業について、以下に示す技
術（自動化、無人化、情報化）を開発する。 

   ・危険作業の無人化 

   ・情報化施工 

－ 研究開発内容 － 

－ これまでの具体的な研究活動 － 

国土交通省技術基本計画（H15～H19）重点プロジェクト⑧「建設ロボット等による自動化技術の開発」 
建設事業からの危険・苦渋作業の解消を目的とした総合プロジェクト 「ロボット等によるＩＴ施工システ
ムの開発」（H17～H19）を実施 

－ 研究開発成果 －

 
・油圧ショベルのマシンコントロールでの変化する地盤抵抗への適応について検討。 
・情報化施工でのデータ交換の国際標準ISO15143のFDIS修正対応と、ISOを補完するデータ項目の
整理。 

 研究開発成果  

障害物 

建設機械の自立的動作において、変化する 
地盤抵抗への適応について検討 

－ 今後の展開 － 

遠隔操作技術に関する検討 

・建設機械の遠隔操作技術への適用に関する検討（現場での適用を考慮し、マシンコントロールでの
制御手法を応用）。 
情報化施 でのデ タ交換の国際標準 と れを補完するデ タ項目群の 拡張 保守の・情報化施工でのデータ交換の国際標準ISO15143とこれを補完するデータ項目群の、拡張・保守の

手法を整理。 
・施工・品質管理の向上を目的とした盛土工における施工管理基準等に関する検討。 
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－ 研究開発概要 － 

「国際競争力を支える活力ある社会に向けて」 

多世代利用型超長期住宅及び宅地の形成・管理技術の開発 
                                      国土技術政策総合研究所 

 住宅の長寿命化の推進に向けて、社会的資産となりうる「多世代利用住宅」の目標性能

水準の策定と、具体化するソフト、ハード両面の対策技術を開発  

○新築時に確保すべき目標性能水準を具体化する計画手法、マネジメント手法の開発 

○既存住宅の多世代利用に係る目標性能水準を実現する評価手法、改修計画技術 

○住宅スケルトンの経年変化を捕らえる構造ヘルスモニタリング技術及び情報利活用手法○住宅スケルトンの経年変化を捕らえる構造ヘルスモニタリング技術及び情報利活用手法

○つくり手・すまい手に向けた戸建て木造住宅の長寿命化のための設計・維持管理指針 

○既存住宅市街地の宅地地盤の液状化対策技術及び相隣環境の持続性確保手法 

 → 長期優良住宅の認定基準を見直す際の技術的根拠や実現手法を研究  

－ 研究開発体制 － 

【産学官の連携】 
技術開発検討会（座長：深尾精一教授）及び4WGに、幅

広い分野からの参画を得て、多様な観点からの意見を
検討しつつ研究実施・成果をとりまとめ。

－ 研究開発成果・今後の展開 － 

検討し 研究実施 成果をとりまとめ。
 学：首都大、東大、千葉大、早大、慶大、東京都市大、   
    芝浦工大 、明海大他他  

 産：設計実務者、住宅事業者、コンサルタント等 
 官：（独）建究、（独）防災科研 等  実大加振実験を通じた技術実証試験 

（防災科研との共同研究により実施） 

①多世代利用住宅（共同住宅）の住戸区画の可変性の評価手法・基準原案の提示 

②多世代利用住宅（共同・戸建て木造）の適正なマネジメントのための計画手法の提案 

③既存共同住宅の多世代利用のための躯体性能の評価基準案及び改修指針の提示 

④住宅における構造ヘルスモニタリング技術の利用ガイドラインの提示 
⑤戸建て木造住宅の長寿命化のための設計・維持管理指針の提示 
⑥既存宅地 液状化対策技術 実地盤における技術検証実験デ タ 提示⑥既存宅地の液状化対策技術の実地盤における技術検証実験データの提示
   → 技術基準化に向けた生産システム、敷地環境条件等への適合性の検証 
    住宅の所有者や建築生産実務者等に対する手法、指針等の技術指導 
 

住宅局における関係技術基準 見直しに際し 研究成果及びそ 根拠デ タを提供

－ 今後の展開 － 

・住宅局における関係技術基準の見直しに際して、研究成果及びその根拠データを提供
し、技術基準化を支援 

・マンション管理組合等の住宅所有者や設計実務者に対して、改修やマネジメントの実
施、住宅履歴情報の整備・蓄積等を行う上での技術ガイドを提供し、成果の普及を図る 
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－ 研究開発概要 －

「国際競争力を支える活力ある社会に向けて」 

既存ストックの再生・活用技術の開発 
                                               建築研究所 

○ 廃棄物の削減、低炭素社会の実現などの社会的要請にこたえるためには、生産、維

持管理、流通の観点から、建築物の長期使用の実現が求められている。 

○ 既存建築ストックを再生・活用を促進するため、RC造集合住宅を対象に、狭小住戸の

空間拡大を可能とする改修技術、劣化した部材を補修する技術を開発。 

 研究開発概要  

○ 建築物に使用される材料・部材についても、長期使用が可能となるよう、品質確保、

維持保全手法を開発。 

－ 研究開発体制 － 

【産学官の連携】 
 建築研究所内に、大学、民
間、国等の有識者が参画した
委員会を設置するとともに、
大学、民間との共同研究によ大学、民間との共同研究によ
り、所外の専門的なノウハウ
や多様な知見を取り入れて、
研究開発を実施。 

○ 既存建築物の耐久性評価や補修方法の選定等に関するマニュアル、空間規模を

－ 研究開発成果 － 

拡大するための開孔部分の補強技術・梁せい低減技術、ポリマーセメントモルタルを
用いた耐久性の高い補修技術を開発。 

○ 建築材料・部材、建物設計仕様に対する耐久性評価手法を開発。構造躯体、仕上
げ、非構造部材に対する維持保全手法を開発。 

今後 展開

・建築物の長期使用を促進するため、既存建築物の改修・補修等に関する技術の実用化、
国においてそれらに関する技術基準とその解説書を策定。 

－ 今後の展開 － 
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目 的 

「国際競争力を支える活力ある社会に向けて」 

外洋上プラットフォーム 
                                                  海事局 

海洋に賦存している膨大な未活用の空間及び自然エネルギーの利活用を長
期的に推進するため、海上空間利活用の基盤となる浮体技術を確立し、浮体
構造物の信頼性向上、低環境負荷化、低コスト化、設計の効率化を実現する
ことにより、我が国の海洋利用の進展を図る。 

進捗

要素技術の開発 

安全性・経済性・環境影響の適切なバランスを図った
基本計画等を支援する調和設計プログラムを開発

調和設計プログラムの開発 

係留力計算手法及び最適係留法
の開発 

成果を反映 

進捗 

基本計画等を支援する調和設計プログラムを開発

水深5,000mまでの海域が対象（我が国EEZの約７
割をカバー） 

プロジェクトでの利活用 
に資する解説書の作成 

これにより、浮体構造物の 
利活用に関する調査 

開発

動揺低減法の開発 

保守管理手法の開発 

具体的な用途を想定した試設計による検証

信頼性向上、低環境負荷 
化、低コスト化、設計の効 
率化を実現 

利用ニーズ調査、利用目的毎の
課題の抽出・整理 

関連法規制やライフサイクルコスト
に関する調査 調和設計プログラムの表示画面 

具体的な用途を想定した試設計による検証

風力発電施設単体 具体的なプラットフォー
ム（右参照）の基本計
画、試設計を通じ、調
和設計プログラムの精
度等について検証し、

    H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 

 外洋上プラットフォームの研究開発 

  調和設計プログラムの開発

全体として順調に進捗 

熱水鉱床開発  メタンハイドレート試探掘  食料・エネルギー複合利活用 
水産利用 

モジュール単体 

必要な改良を実施 

    

  要素技術の開発 
  

  
    

  試設計による検証 
  

  
    

利活用に関する調査 
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（４）「環境と調和した社会に向けて」 



研究開発概要

「環境と調和した社会に向けて」 

建築物の省エネルギー性能向上と性能ストックへの適用に関する 
基礎的技術の開発 

                                               建築研究所 

○地球温暖化防止のためには、住宅・建築分野で大きなシェアを占める既存住宅・建築
物の省エネルギー対策が必要。 

○各種設備機器の実性能を検証する実験により、住宅における省エネルギー性能評価
手法を開発。 

○住宅のライ サイク にわたる低炭素化の可能性を検討し 街区 都市 ケ での

－ 研究開発概要 － 

○住宅のライフサイクルにわたる低炭素化の可能性を検討し、街区・都市スケールでの
二酸化炭素排出量削減の評価手法を開発。 

－ 研究開発体制 － 

【産学官の連携】 

 民間企業との共同研究
を実施するとともに情
報交換を行い、所外の
専門的なノウハウや多
様な知見を取り入れて様な知見を取り入れて、
研究開発を実施 

○住宅設備機器によるエネルギー消費量の予測プログラムを開発。エネルギー消費
量の計算手法は、省エネ法の技術基準に反映済み。 

○自然エネルギーも活用することにより、エネルギー消費量を半減できる省エネ住宅

－ 研究開発成果 －  環境実験住宅での実験 

○自然 ネルギ も活用する とにより、 ネルギ 消費量を半減できる省 ネ住宅
設計技術について、温暖地域版、蒸暑地域版に加え、既存住宅の改修版についても
開発。 

○業務用建築の熱源設備に関する省エネルギー性評価手法を開発。 

－ 今後の展開 －

 
 

 今後の展開  

・住宅・建築物におけるライフサイクルにわたる低炭素化を促進するため、国におい
て、既存の住宅・建築物の省エネ化に関する技術基準とその解説書を策定。 
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究開発概

「環境と調和した社会に向けて」 

建築・住宅に関わる新エネルギーを効果的に活用した 
エネルギーシステムの構築 

                                               建築研究所 

○住宅・建築物における二酸化炭素排出抑制のためには、エネルギーの発生や貯蔵に
係る新技術の導入が必要。 

○太陽光等の自然エネルギー、燃料電池等の新エネルギー技術を住宅・建築物に導入
するための最適化技術を開発。 

○効果的な省エネルギー技術選定のための設計支援ツールの開発

－ 研究開発概要 － 

○効果的な省エネルギ 技術選定のための設計支援ツ ルの開発 
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太陽熱発電風力発電機
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－ 研究開発体制 － 

【産学官の連携】 

蓄熱装置（貯湯槽）

ヒートポンプ

給湯器
作る技術 貯める技術 使う技術

図１ 蓄電装置を組み込んだエネルギーシステムの開発の例

太陽熱給湯

？
蓄熱装置（貯湯槽）

ヒートポンプ

給湯器
作る技術 貯める技術 使う技術

図１ 蓄電装置を組み込んだエネルギーシステムの開発の例

太陽熱給湯

？

○蓄電装置を組み込んだエネルギーシステムとして、太陽光発電と蓄電装置などを組
合わせた実用的なシステムを提案

－ 研究開発成果 － 

【産 官 携】

 民間企業との共同研究を実施するとともに情報交換を行い、所外の専門的なノウ
ハウや多様な知見を取り入れて、研究開発を実施 

合わせた実用的なシステムを提案。

○オフィス用及び住宅用のエクセル形式による簡便な省エネ手法導入支援ツールを開
発し、ホームページ等で公開。 

－ 今後の展開 － 

新エネルギ システムを組み込んだ省エネ住宅設計技術の開発 
 

・新エネルギーシステムを組み込んだ省エネ住宅設計技術の開発。 
・住宅・建築物におけるライフサイクルにわたる低炭素化を促進するため、国におい
て、真エネルギーシステムを組み込んだ住宅・建築物の省エネ化に関する技術基準
とその解説書を策定。 
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研究の背景と目的

「環境と調和した社会に向けて」 

下水道の処理水・汚泥・熱など未利用エネルギーの利用促進技術 
                                               土木研究所 

過給式流動燃焼システム （省エネ型 高効率メタン発酵 草木系バイオマ

研究の背景と目的 

（背景） ・温暖化対策の強化  (下水汚泥や他のバイオマス利用の促進） 
       ・下水道施設の普及拡大 （全国の施設ストックと発生する下水汚泥の活用） 
（目的） 下水道施設を活用しつつ他のバイオマス利用も可能な要素技術の開発 

加圧 
流動炉 

燃焼排ガス 

過給式流動燃焼システム  （省 ネ型
下水汚泥焼却炉）の開発 
 ・CO2を約40%削減。N2Oも大幅に削減 
 ・草木廃材の混焼も可能 

高効率メタン発酵、草木系バイオマ
スとの混合メタン発酵技術の開発 
・混合発酵させるバイオマスの特性に応
じた前処理技術を開発（破砕・蒸煮爆砕） 
・適正な混合率、発酵阻害要因等の解明 

過給機 

水分 

燃焼空気 脱水汚泥 

吸気 

省エネルギ

破砕等の前処理
を行い、下水汚泥
と混合発酵 

省エネルギー
従来の流動ブロワ等

が不要 

燃焼に不適だった⽔分
をエネルギーに転換 

  下水処理水中の栄養塩を利用した藻類バイオマス利用技術の開発 
・下水中の栄養塩を用いた際の藻類の培養条件を最適化  ・処理水の栄養塩除去効果の検証 

培養した藻類の分離 利用を含む資源生産システムの開発

メタンガス回収油分回収 藻類の培養 再生水

・培養した藻類の分離・利用を含む資源生産システムの開発

エネルギー 
生産 

栄養塩類の 
除去 

研究開発成果と今後の展開 

・過給式流動燃焼システムは実証研究を行い開発は概ね終了。混焼などによる効果（化
石燃料の削減、灰の有効成分向上等）の検証段階へ。 

・草木類と下水汚泥との混合メタン発酵は 実用化に向けた各種試験を行い 実機を使

メタンガス回収 油分回収 藻類の培養 再生水

・草木類と下水汚泥との混合メタン発酵は、実用化に向けた各種試験を行い、実機を使
用した社会実験に向けて準備中。 

→ これらの要素技術開発、利活用システムの構築により、既存の下水処理システム等
を活用しつつ、未利用バイオマスの経済的・効率的な利用促進を目指す 
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「環境と調和した社会に向けて」 

都市におけるエネルギー需要・供給者間の連携と 
温室効果ガス排出量取引に関する技術 

                                         国土技術政策研究所 

研究概要 
 温室効果ガス（GHG）排出の削減をめざし、 
   ①都市の公益事業に係るエネルギー連携技術 
   ②街区レベルでのエネルギー構造改善技術 
  都市計画による規制・誘導施策と国内排出量取引制度とのポリシーミックスのあり方について検討 

研究の流れ

の事業性評価手法の確立 

研究の流れ
内容 

天然ガス車(市バス等) 下水処理場 

汚泥処理施設  CO2 
排出量削

最新の技術開発動向調査 全国事例調査と代表例についての詳細研究 

街区レベルでのエネルギー構造改善イメージ 

連携事業のフィージビリティに関する評価 

都市の未利用エネルギ

都市の公益事業に係るエネルギー連携の例(神戸市) 

下水道バイオガス 
精製設備等 

バイオガス 

排出量取引の影響に関するケーススタディ 

排出量削
減 

創エネルギー
汚泥焼却炉  小型燃料電池 

都市の未利用エネルギー 
公益事業・地域の特性 
需要・供給のマッチング 

供給者 需要者

GHG排出量 

排出量取引制度 

影響？ 

GHG排出量 

連携事業候補の抽出 

経済性分析 
インセンティブ分析 

連携前 

連携後 
コージェネ設備 

(a) 連携技術の事例評価と適用可能な最新技術メニュー 
(b) 連携技術の事業性診断に関する指針 
(c) 都市計画と排出量取引とのポリシーミックスのあり方

研究成果 GHG排出削減効果の評価基準 

供給者 需要者 
未利用エネルギー 

汚泥処理施設 
汚泥炭化燃料 

火力発電所 

都市計画による規制・誘導と排出量
取引の複合的効果の評価 

規制・誘導施策の検討 

(c) 都市計画と排出量取引とのポリシ ミックスのあり方

【研究実施体制】  国総研 都市施設研究室、下水処理研究室で分担実施 
  ・都市施設研：街区レベルのエネルギー連携事業のフィージビリティ評価など 
  ・下水処理研：下水道等のエネルギー連携事業の課題分析及びフィージビリティ評価など 

【実施状況】 以下の研究を実施済又は実施中  
都市の公益事業に係るエネルギ 連携事業や街区レベルでのエネルギ 融通事業等の事例調 ・都市の公益事業に係るエネルギー連携事業や街区レベルでのエネルギー融通事業等の事例調

  査と代表例についての詳細研究 
 ・最新の技術開発動向調査 
 ・都市におけるエネルギー需要・供給者間の連携に関する検討及びフィージビリティ評価 
 ・排出量取引の影響に関する事例調査及びケーススタディ 
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「環境と調和した社会に向けて」 

環境に優しく省力化に資する技術開発 
（入換専用機関車に適用可能な大容量蓄電池システムの構築） 

                                                  鉄道局 

目的 

貨物の編成変更等（入換）を行う小出力の入換専用機関車を対象として、小型化したエン
ジンと大容量の蓄電池による動力協調システムを構築することにより、入換作業における
有害排出ガス（ＮＯｘ等）、車外騒音レベル及び燃料消費量の低減を図るもの。 

進捗進捗 

排出ガスレベル大 

車外騒音 
レベル大 

排出ガス低減 

騒音 
低減 

駆動システム

従来型（DE10形式）  新型（HD300形式） 

動力協調システム構築概要 

環境負荷低減結果本技術を導入したＨＤ３００形式

大型エンジン 
（約1000kW）  液体 

変速機 

小型エンジン 
（約250kW） 

発電機  大容量蓄電池 

小型蓄電池 
（制御用） 

駆動システム 

動輪（主電動機で駆動） 動輪（液体変速機で駆動） 

環境負荷低減結果 

コガ 

本技術を導入したＨＤ３００形式 

62%低減 
（目標：30~40％） 22dB低減 

（目標：10dB） 

Nox排出量の低減  燃料消費量の低減 

36％低減 
（目標：大幅） 

騒音レベルの低減 

東京貨物ターミナル（700 ｔ けん引走行試験） 
 

エンジン高速回転時（停車） 

・入換機関車への小型エンジンと大容量蓄電池による動力協調システムの構築は可能。 
動力協調システムを搭載した機関車により 入換作業を実施し 環境負荷低減の効果を走行

    H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 
H25年度以

降  

環境対応・省力化に資する鉄道システムの開発

・動力協調システムを搭載した機関車により、入換作業を実施し、環境負荷低減の効果を走行
試験により確認したところ、従来の入換専用機関車と比較して、ＮＯｘ排出量62％低減、騒音レ
ベル22dB低減、燃料消費量36％低減するといった成果が得られた。今後、実用化に向けた課
題を整理後、新たな入換専用機関車によりクリーンな入換作業を実施する予定。 

 環境対応・省力化に資する鉄道システムの開発

  

環境に優しく省力化に資する
技術開発 
入換専用機関車に適用可能
な大容量蓄電池システムの構
築    
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研究開発概要

「環境と調和した社会に向けて」 

建設廃棄物に由来する再生骨材・木質材料等のリサイクル技術の開発 
                                               建築研究所 

○建設廃棄物の大量発生と処分施設が困窮。再生骨材や木質再生材の利用促進が必

要。 

○再生骨材および再生骨材コンクリート、木質再生材料の性能・品質に関する技術的知

見を整備。

－ 研究開発概要 － 

見を整備。 

－ 研究開発体制 － 

【産学官の連携】 
民間企業 団体との共同研究を実施するとともに情報交換を行い 所外の専門的な

コンクリート塊の再資源化 木質再生材料の耐久性試験 

○再生骨材および再生骨材コンクリートを建築材料として利用促進を図る上で必要な、

－ 研究開発成果 － 

 民間企業・団体との共同研究を実施するとともに情報交換を行い、所外の専門的な
ノウハウや多様な知見を取り入れて、研究開発を実施 

再 骨材 再 骨材 リ を建築材料 利用促 を 要 、
性能及び品質に関するデータを整備し、ガイドラインを提案。 

○木質再生材料を構造材料として利用促進を図る上で必要な、性能及び品質に関する
データを整備し、ガイドラインを提案。 

－ 今後の展開 － 

 
 

今後の展開

・再生骨材、木質再生材料等を構造材料として利用促進するため、国において、それ
らに関する技術基準とその解説書を策定。 
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「環境と調和した社会に向けて」 

参加型まちづくり合意形成システムの構築 
                                      国土技術政策総合研究所 

研究概要： 

まちづくり計画案を巡る合意形成に向けて、開発・適用・保守してきた 

（１）事業対象地区の将来像選択肢を三次元データとして構築し、仮想
現実として提示する景観シミュレーション技術（Ｈ５~現在） 

（２）事業主体 地権者 入居者 周辺コミュニティ 入居予定者等の各（２）事業主体、地権者、入居者、周辺コミュニティ、入居予定者等の各
階層に対して、発信し意見交換するための、 WEB‐GIS上の審査機能付
き掲示板（Ｈ１３～現在) 

                  に関して、 

（３）枝分かれバージョンを統合しプログラマ向け解説書をとりまとめる 

（４）計画に関連する不可視な属性も登録・表示できるように拡張する

 

実施体制：オープンソースのフリーウェアとして運用 
開発・メンテナンス：国総研 
利用：地方工事事務所・地方公共団体等

成果：公開・普及の媒体 
・表示用アプリケーション：景観シミュレーション・システム2.09（オープ
ン・ソース、フリーウェア、WEB配信） 

言語別 機能別枝分かれヴァ ジョンの統合－言語別・機能別枝分かれヴァージョンの統合
－基幹機能と選択的追加機能の分離（プラグインDLL) 
－最新のOSとの対応   －基本特許の出願 
・開発者向け解説書（国総研研究報告第42号） 
・WEB‐GIS上でのデータ配信・投稿機能(http://sim.nilim.go.jp) 
・景観検討事例データベース（投稿・閲覧）・景観検討事例データベース（投稿・閲覧）
－省内LAN環境（防災LAN)におけるサーバー運営 
・物質のフロー・ストックのシミュレーション機能の開発（デモ版） 

今後の展開：国土保全を指向 
・都市部の地区のみならず、周辺環境を含む広い地域に適用都市部の地区のみならず、周辺環境を含む広い地域に適用 
・過去の開発過程・災害歴等の情報の継続的蓄積公開 
・長期的な国土・地域計画への活用 
－都市周辺部・過疎地の撤退計画への応用 
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研究開発概要（必要性・目標） 

「環境と調和した社会に向けて」 

水の有効利用等における水質改善技術 
                                               土木研究所 

・日本の多くのダム貯水池では、水温躍層が形成されると鉛直方向の水の混合が抑制されることで
底層が貧酸素状態となり、底泥から金属類などの溶出が増加し、貯水池の水質に悪影響を及ぼす 

 
・底層のDO 濃度を広範囲にわたり回復させ、底泥からの溶出を抑制し、水質の悪化防止が必要 

0
運転前

ウインチ 

フロート 

酸素または空気 

電 気 
気液溶解装置 

10 

20 

30

水
深

（
ｍ

）
 

運転前

DO濃度がほぼ0mg/L  

実験装置図

 
 P 

吸入口 

吐出口 

ポンプ 
堤体からの距離（ｍ） 

30

0 

10 

深
（
ｍ

）
 

４８日後 

実験装置図 

１．水圧を利用して酸素を溶解させる 
２．水平方向に、広範囲に拡散 
３．上下移動が簡易 

特 徴 

ダム貯水池の酸素濃度の縦断図 

堤体からの距離（ｍ） 

20 

30 

水

水温躍層下のDO濃
度が上昇 

研究開発体制

【産官の連携】 
 産：建設会社 
 官：（独）土木研究所 
→産が装置を開発し、官とともに運転方法につい
て検討し、現場で管理を行う 

研究開発体制 

・上下移動させながら高濃度酸素水の供給を行うことで、底層の貧酸素状態を改善することができた 
・溶存態鉄（D‐Fe）の濃度を低下させ、その後の上昇を抑制することができた 

研究開発成果  底層の酸素濃度と金属濃度の変化図 

・本技術の運転方法について検討を行い、底層の溶存態マンガンの濃度を低下させ、その後の上昇
を抑制させるための手法を確立する 

・ダム貯水池内に発生する藻類の増殖に対する効果について検討を行う 

今後の展開 

59 



・下水再生水は、都市内の水資源として有効利用が求められているが、付着藻類や浮遊藻類の発
生を引き起こし、景観障害等の問題が生じている 

・再生水中の栄養塩類の濃度を極めて低くする方法はあるが コストがかかり普及していない

研究開発概要（必要性・目標） 

「環境と調和した社会に向けて」  前頁からの続き 

再生水中の栄養塩類の濃度を極めて低くする方法はあるが、コストがかかり普及していない
 
・栄養塩類以外の物質に着目し、その濃度を低下させ、藻類の増殖を抑制する技術が必要 

スクリーン 

逆洗水 
ドレイン 

逆洗

下降流式 
急速砂ろ過装置 

逆洗用水

実験装置図 

微生物 
保持担体 

反応槽

逆洗 
ポンプ 

P  P B 

貯留槽 

担体処理水 

模擬池および曝気ブロア

下水処理水 
（凝集剤添加循環式 

硝化脱窒法 
＋急速砂ろ過法） 

【地方自治体との連携】 
地方自治体が管理する下水処理場やせせらぎ水路に本装置を設置させてもらい、実験を行っている 

研究開発体制 

反応槽 模擬池および
模擬水路へ 

曝気ブロア 

模擬池での実験結果  模擬水路での実験結果水質分析結果 

項目 下水 
処理
水 

担体 
処理
水 

DOC(mg/L
) 

3.6 3.7 

T-N(mg/L) 5.8 6.0 

研究開発成果

下水処理水  担体処理水  下水処理水  担体処理水 

T-P(mg/L) 0.19 0.19 

T-Fe(μg/L) 24.1 20.0 

T-
Mn(μg/L) 

  7.2 0.4 

・屋外模擬池および模擬水路に連続的に通水した結果、担体処理を付加することにより、付着藻類
の増殖が抑制されることが確認された 

・下水処理水を通水した系に多くみられた付着藻類増殖の制限因子は、担体処理により効率的に除
去されるT‐Mnであると考えられた 

研究開発成果 

今後の展開

・反応槽の滞留時間短縮等の改良を行う 
・実サイトへの適用調査を行い、現場に適用可能な藻類増殖抑制手法を提案する 

今後の展開 
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「環境と調和した社会に向けて」 

貯水池の濁水長期化対策技術 
       ・天然凝集材による貯水池の濁水長期化対策に関する研究    
       ・天然凝集材による環境負荷低減型濁水処理システムに関する研究  

土木研究所

    

－ 研究概要（必要性・目標） － 

○ 新設ダムでは、出水後のダム貯水池の濁水長期化対策として、濁水放流設備、

選択取水設備、貯砂ダム、清水バイパス、流動制御フェンス等を整備し、効果を挙

げている。

                                               土木研究所

天然凝集材アロフェン出水３か月後の貯水池 室内凝集実験の１例

げている。  

○ 既設ダムでは濁水長期化の対応策が限られる。 

   → 天然凝集材を用いて貯水池の濁りを軽減する技術を開発 

天然凝集材アロフェン出水３か月後の貯水池 室内凝集実験の１例

－ 実施体制 － 

【他機関との連携】

凝集処理直後  ６時間後   ２４時間後 

－ 実施状況（進捗・成果） －

【他機関との連携】 
 研究主体：（独）土木研究所 
 ダム管理者：国土交通省、地方自治体、電力会社等 
 民間：凝集材・プラントメーカー等（予定） 
 学：国立大学等（予定） 

○ 室内実験において、天然凝集材の効果的な分散方法、天然凝集材と濁水の効率的
な攪拌方法を検討。 

○ 台船方式による貯水池濁水の処理方法を検討。 

 実施状況（進捗 成果）  

－ 今後の展開 － 

・本研究成果を工事現場ならびに管理ダムの貯水池で試行し、天然凝集材の凝集性能
を高めた上で、濁水処理対策を提案する。 

・凝集剤が経済的に調達できるよう、凝集材の普及を促す。 

今後の展開
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－ 研究開発概要 －

「環境と調和した社会に向けて」 

既存浄化槽の高度処理化による環境負荷低減技術とその評価技術の開発 
                                               建築研究所 

○ 閉鎖系水域等では、建築物からの生活系排水により悪化する水環境を改善するには、

環境負荷が大きい単独処理浄化槽（平成12年浄化槽法改正で、新設が禁止）の改善

が必要。 

○ 単独処理浄化槽の環境負荷を低減させるため、排出される汚水量の低減、土壌で処

理 きる汚水は きるだけ汚水 処理する ととし 浄化槽に流入する負荷の低減を

 研究開発概要  

理できる汚水はできるだけ汚水で処理することとし、浄化槽に流入する負荷の低減を

可能とする技術を開発。 

－ 研究開発体制 － 

【産学官の連携】

単独処理浄化槽（市川市ホームページより）  環境負荷低減システムの例 

－ 研究開発成果 － 

【産学官の連携】 
 大学、民間等との共同研究により、所外の専門的なノウハウや多様な知見を取り入
れて、研究開発を実施。 

○ 節水技術（処理すべき汚水量の低減） 、土壌浸透処理技術（雑排水の処理、浄化○ 節水技術（処理す き汚水量の低減） 、土壌浸透処理技術（雑排水の処理、浄化
槽処理水の高度処理）、 窒素・リンの封じ込め技術（窒素・リン負荷の8割を占める便
所排水の100%リサイクル化）、 既存浄化槽の改善技術（流入負荷低減と処理能力の
向上） を開発。 

○ 建築物における節水技術、地下水を汚染しない土壌処理技術を活用した最適な環
境負荷低減システムと評価方法を開発。 

・環境負荷の低減のため、国において、単独処理浄化槽の改修と土壌処理を活用した環
境負荷低減システムに関する行政施策を立案。 

－ 今後の展開 － 
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研究の概要

「環境と調和した社会に向けて」 

流域における物質循環の動態と水域環境への影響に関する技術開発 
                                      国土技術政策総合研究所 

健全な水域の環境再生を目指した陸域から沿岸海域にわたる広域的な
視点からの栄養塩類等の物質循環管理のための目標設定と施策検討
の枠組みの提案 

研究の概要 

実施状況 

・生態系を含む水域環境の健全化に重要な役割を果たす物質の特定と、
流域における河川水系を通じた物質動態の経年変化が水域生態系に
与えてきた影響を把握 

・三河湾流域の環境劣化過程を4段階で包括的に説明する過程を提示
し、この妥当性を水物質循環モデルの適用を通じて定量的に検証 

・貧酸素水塊が抑制される状況を「良い物質循環」として具体的に定義
し、これを沿岸海域における環境再生の統合的目標として、様々な施策
を共通の土俵で評価する枠組みを提示を共通の土俵で評価する枠組みを提示。

・三河湾流域の物質循環管理施策の実践に資する研究プラットフォーム
を提案 

幅広い分野の専門的知見を集約・
統合できるよう、研究実施戦略WG
を組織 

研究実施体制 

 
・京都大学環境質制御センター   
・愛知県水産試験場  
・（独）港湾空港技術研究所      
・（独）土木研究所     
・本省 河川局       
中部地方整備局・中部地方整備局 

貧酸素化の低減に着目した施策検討枠組み 
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－ 研究開発概要 － 

「環境と調和した社会に向けて」 

水生生態系の保全・再生技術の開発 
                                               土木研究所 

○水域の持つ物理的類型景観、水位流量変動特性、栄養塩類の動態、河床材料など諸要素の生態的機能の定

量的な評価手法を提案し、河川・湖沼において生物・生態系の面から良好な状態に再生するため以下の研究

を実施 

  （１）新しい水生生物調査手法の確立、（２）河川地形の生態的機能の解明、（３）流域における物質動態特性の

解明と流出モデルの開発、（４）河川における物質動態と生物・生態系との関係性の解明、（５）湖沼の植物群落

再生による環境改善手法の開発 

 ←  河川・湖沼における効果的な生物・生態系の保全・再生に活用 

－ 研究開発の例 － 

   ○新しい水生瀬物調査手法の確立・河川地形の生     

     態的機能の解明 

○湖沼における植物群落再生による環境改善手

法の開発 

・流域開発 水質の悪化等により 湖岸植生帯が消失・野生動物の行動を詳細に追跡するのは困難 流域開発、水質の悪化等により、湖岸植生帯が消失
・沈水植物は、生息基盤条件が厳しく、再生への取り組み 
 がなされつつあるが、効果的な対策が困難 
 
 ← 移植実験等を通じて、沈水植物の生育条件（光、波 
   浪の影響、基盤材料粒径等）の解明及び再生方法の  
   提案 

野生動物の行動を詳細に追跡するのは困難 
 →河川改修等による野生動物の行動に与える影響を評価   
  するのが困難 
 ←電波発信機を装着した野生動物の位置を2次元で追跡  
  するシステム（ＡＴＳ）を改良するとともに、物理環境（流速， 
  水深等）から魚類等の行動を予測する手法を開発    

霞 浦 移植実験 移植実験地の沈水植物

・点：実測 
・線：シミュレーション 

出水時の魚類行動とシミュ

－ 研究開発体制 － 

【産学官の連携】 
 学：大学、 産：コンサル等、 官：（独）土木研究所等 

           → ATSについては、民間（コンサルタント）との共同研究により実施 

霞ヶ浦での移植実験 移植実験地の沈水植物
ATSの概要 

出水時の魚類行動とシミュ
レーションの比較 

－ 研究開発成果 － 

・分布を考慮した定量的底生生物調査やＡＴＳを活用した調査法など、新たな水生生物調査法の提案 
・瀬淵などの河川構造の生態的機能の解明 
・流域・水物質循環モデルの改良 
・水域の栄養塩類等の物質動態と生物・生態系との関係解明 
・湖沼の植物群落再生手法の提案 

・効率的な生物調査の実施や河川事業等における効果的な環境保全実施のため、本研究の成果の活用・普及を
図る。 

－ 今後の展開 － 
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研究開発概要

「環境と調和した社会に向けて」 

微量化学物質による水質リスクの評価および対策技術 
                                               土木研究所 

・現代社会では、数万種類以上の多様な化学物質を使用しており、これらによる生活環境に対するリ
スクへの関心・不安が高まっている。 

・また、医薬品等の未規制化学物質による水環境汚染が顕在化しており、安全で快適な水環境の実
現・保全に向けた取組が求められている。 

研究開発概要 

 
分析法開発、実態把握、バイオアッセイを用いた医薬品等の評価、対策技術提案 

産経新聞 
（2006/7/28） 

朝日新聞（夕刊） 
（2008/5/14） 

研究開発体制
実態把握（下水処理水中で検出された医薬品） 

【産官の連携】 
 産：水質分析会社， 官：（独）土木研究所 →共同研究により分析方法の開発を実施 
また、総合科学技術会議科学技術連携施策群総合的リスク評価による化学物質の安全管理・活用の
ための研究開発に参画 

研究開発体制 

・生産量が多い、あるいは我が国で検出例のある医薬品95物質を対象として、一斉分析法を開発 
・下水処理水中の医薬品実態把握を実施 

研究開発成果 

今後の展開 

・下水処理水中で検出された医薬品について、細菌、藻類、甲殻類等を用いる複数の手法によるバ
イオアッセイを実施 

・バイオアッセイデータを用いるリスク評価を行い、リスクの高い物質について除去技術開発を実施 
・水環境中の医薬品実態把握を継続実施 
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「環境と調和した社会に向けて」 

地球環境の変化を把握するための地球地図時系列データ整備手法の 
開発及び技術移転 

                                               国土地理院 

○地球地図は、全世界における、水系、交通網、土地被覆等の8項目を共通的な仕 
    様で整備した地理空間情報。地球環境の把握のための基礎資料として利用可能 
    で、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）においても現況把握に有用な情報 

の1つに位置付け

研究概要研究概要  

    の1つに位置付け。
○地球地図第1版の完成を受け、地球環境のより詳細な把握等の観点から 仕様を 
    見直した上で、地球地図第2版としての更新技術を開発。 
○さらに、地図データの誤りを効率的に確認するための品質管理ツールなどの開 
    発を実施。 
○開発された技術を地球地図プロジェクト参加各国（180カ国・地域）に提供し、効率 

的 技術移転が 能な環境を整備

○データ更新技術の開発 

○品質管理プログラムの開発 

○地球地図時系列データ整備 

    的に技術移転が可能な環境を整備。

第１版 

第２版 

既存地図  既存地理情報 

衛星写真  効率的な 
整備手法の確立

(20(20～～2424年度年度))  

(15(15～～1919年度年度))  

研究開発体制研究開発体制  
整備手法の確立

○地球地図国際運営委員会（17カ国、2国際機関の委員から構成、会長：カナダ、 
    事務局：日本）及び下部のWGにおいて第２版の仕様を検討。 
○品質管理ツール開発、技術移転に関する取組等は、運営委員会の議論や参加 

国の技術水準等を踏まえ事務局である国土地理院が主体的に実施    国の技術水準等を踏まえ事務局である国土地理院が主体的に実施。 

研究開発成果研究開発成果  

○地球地図第2版の仕様確立、更新技術の開発 
○品質管理ツールの開発 

今後の展開今後の展開  

○地球地図第2版としてのデータ更新 
○研究開発成果を活用した途上国等への技術移転 
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２ 研究開発システムの改革に向けた取り組み 
 



（１）技術研究開発の実施主体の整備 

技術情報交流の推進 
（土木研究所・建築研究所・交通安全環境研究所・海上技術安全研究所・ 

港湾空港技術研究所・電子航法研究所） 

「技術者交流フォーラム」の開催 
（土木研究所） 

 寒地土木研究所が中心となり、土木研究所に

よる研究開発成果の地域への普及とともに、地
域において求められる技術開発に関する情報域において求められる技術開発に関する情報
交換や産学官の技術者交流および連携、地域
の技術者の技術力向上、新たな技術開発への
発展等を図る目的で、地域の大学や民間技術
者と連携し、平成２０年度から開催している。 

「建築研究開発 ン シアム の開催

第９回 技術者交流フォーラム in 旭川 （土木研究所ＨＰより） 

「交通安全環境研究所ﾌｫｰﾗﾑ」の開催

「建築研究開発コンソーシアム」の開催
（建築研究所） 

「建築研究開発コンソーシアム」は、平成14年7
月に設立された建築分野における、産官学及
び異業種が協調・連携して行う研究開発の共
通基盤(プラットフォーム)。建築研究所は、建築 交通安全環境研究所ﾌｫ ﾗﾑ」の開催

（交通安全環境研究所） 

陸上交通等の分野における安全・環境・エネル
ギーに関する行政支援研究に積極的に取り組
んできた成果の紹介に加え、自動車や公共交
通の未来像、行政機関の果たすべき役割など
についてインタラクティブで広範な政策・技術議

「海上技術安全研究所講演会」の開催 
（海上技術安全研究所）

分野の幅広い情報を得ると共に、関連産業業
界との交流として「建築研究開発コンソーシア
ム」に積極的に参画している。 

についてインタラクティブで広範な政策 技術議
論を展開。 

船舶からのGHG（温室効果ガス）削減対策技

術、排ガス削減対策技術、浮体式洋上風力発
電の性能解析・安全性評価技術の研究開発状
況と見通しを紹介。 

（海上技術安全研究所） 

「港湾空港技術講演会」の開催 
（港湾空港技術研究所）（港湾空港技術研究所）

国土交通省国土技術政策総合研究所及び独
立行政法人港湾空港技術研究所で実施してい
る調査、研究及び技術開発の成果を公表し、そ
の普及に努めることを目的に毎年開催。 
なお、（社）土木学会が実施する継続教育制度
（CPD）において、単位取得が可能なCPDプログ

ATM/CNSに関す 
る最新の研究、 
技術開発等を 
広く関係者 発

「電子航法研究所講演会」の開催 
（電子航法研究所） 

（ ） お て、単位取得 可能な グ
ラムとして認定されている 広く関係者に発 

表するための講 
演会を定期的に 
開催 
 

平成２１年度 講演会 in 東京 
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（１）技術研究開発の実施主体の整備 

産学官の共同研究組織による研究の促進 
（国土地理院・国土技術政策総合研究所・土木研究所・建築研究所・ 

交通安全環境研究所・海上技術安全研究所・港湾空港技術研究所・電子航法研究所） 

<国土地理院> 
地殻変動、地理空間情報などに関して公的研究機関、大学、民間企業等と連携した技術開発を実施して

いる。平成22年度は12件の共同研究を実施している。 
 

<国土技術政策総合研究所> 
  多様化する住宅・社会資本整備に対する国民のニーズに応えるため、公共団体・民間企業・大学等と連携
した効率的な技術開発を実施している。新規・継続を併せ、例年２０課題程度の共同研究を実施している。 

  
<土木研究所> 

情報交流や技術相談等をもとに、毎年１００件程度の共同研究を実施しており、民間企業との共同研究に
より開発した技術が、第２回ものづくり日本大賞内閣総理大臣賞を受賞したり、第１１回国土技術開発賞を
受賞するなどの成果をあげている。今後も引き続き、適切な実施方法・役割分担、他分野との協調等に留意
しながら、共同研究を積極的に実施する。 
 

<建築研究所><建築研究所> 
公的研究機関、大学、民間研究機関等の外部の研究機関と連携し、気候変動や環境問題、人口減少社

会に関する分野についても積極的に取り組んでいる。また、年間の目標を４０件程度とし、平成２１年度は５
０件（うち新規３２件）の共同研究を実施している。 
 

<交通安全環境研究所> 
  研究所の立場、特長、能力、設備と大学及び企業がそれぞれ持つ強みを共通理解のもとに結びつけて、
最大の研究成果を生み出し、成果を社会に役立てている。国施策への反映の道筋を示しつつ産学官連携で最大の研究成果を み出し、成果を社会 役立てて る。国施策 の反映の道筋を示し 産学官連携で
指導性を発揮している。具体的には、自動車におけるバイオ燃料、排ガス計測、予防安全、ヒューマンファク
タ、鉄道における安全性能などに関する研究を実施。 
平成２１年度は２１件の共同研究を実施。 
 
<海上技術安全研究所> 
  公的研究機関、大学、産業界と連携し、船舶の安全、海洋環境の保全、海洋開発、海上輸送の高度化に
関する分野において積極的に取り組んでいる。また、年間の目標を受託研究と合わせて１５４件以上とし、平
成２１年度は受託研究と共同研究合わせて１８２件 うち６７件の共同研究を実施成２１年度は受託研究と共同研究合わせて１８２件、うち６７件の共同研究を実施。

 
<港湾空港技術研究所> 
  研究の質の向上と効果的な研究成果の獲得を図るため、研究所の研究に関連する分野の国内外の大
学・研究機関・民間企業等と共同研究を実施している。平成２１年度は３６件の共同研究を実施。 
 
<電子航法研究所> 

国 地方自治体及び民間等が抱えている各種の技術課題を解決するため 受託研究等を幅広く実施して

 
 
 
 

  国、地方自治体及び民間等が抱えている各種の技術課題を解決するため、受託研究等を幅広く実施して
いる。また、研究資金受け入れ型の共同研究契約を（財）衛星測位利用推進センターと初めて締結した。平成
２１年度は３１件の共同研究を実施。 
 
 
 
 

（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構との連携強化（海上技術安全研究所） 

平成１８年度に(独)石油天然ガス・金属鉱物資源機構（ＪＯＧＭＥＣ）と海洋石油天然ガス開発分
野における包括的連携推進のための基本協定を締結  野における包括的連携推進のための基本協定を締結
２５００ｍ超の大水深の石油開発に必要な技術の確立を目的 
採択した課題について、提案者（研究グループ）に研究を委託して研究を推進 
JOGMECとブラジル国営石油会社（PETROBRAS）の共同プロジェクトに参画するとともに、浮体式
掘削・生産システムに関する共同研究を実施する等、協力を深めている 
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「建設技術研究開発助成制度」による研究課題の応募 
 （大臣官房技術調査課） 

研究開発助成制度・・・研究開発助成制度・・・  
建設分野の技術革新を推進するための競争的資金制度で 平成13年度に創設

（２）技術研究開発の支援 

建設分野の技術革新を推進するための競争的資金制度で、平成13年度に創設
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政策課題解決型技術開発公募（中小企業タイプ）は 中小企業の優れた

（２）技術研究開発の支援 

政策課題解決型技術開発公募（中小企業タイプ）について  
 （大臣官房技術調査課） 

 政策課題解決型技術開発公募（中小企業タイプ）は、中小企業の優れた
技術開発を支援し実用化を促進する制度であり、段階的競争選抜方式に
より実施する。 
 具体的には、地域課題の解決に資する技術開発提案について、その技
術開発を行うための事前調査（F/S)と、本格的な技術開発（R&D)に補助金を
交付するものであり F/S終了後にその結果を評価し R&Dへ移行する技術交付するものであり、F/S終了後にその結果を評価し、R&Dへ移行する技術
開発提案を絞り込むものである。 
 
＜ポイント＞ 

埋もれた技術・アイデアを有する中小企業を発掘 
中小企業者の参入機会を広げ 幅広い可能性を検討

＜段階的競争選抜方式のフロー＞ 

■公募

中小企業者の参入機会を広げ、幅広い可能性を検討

事前調査後、絞り込みして技術研究開発を実施。実用化の質の向上が
可能 

応募資格は中小企業（又は中小企業
と地域の大学等との共同研究）とす

フェーズⅠ 

■公募 
  地域の地形・地質、気象、文化等の実情に応じた
課題解決に資する技術研究開発 

■事前調査 （助成1年目）

と地域の大学等との共同研究）とす
る。 
→中小企業とは中小企業基本法第2
条に定義されるものとする。 

※Ｆ／Ｓ（ feasibility study）とは

審査 

■事前調査 （助成1年目） 
  幅広く案件を採択。Ｆ／Ｓ（ feasibility study）を実施 
  ・最大交付可能額：1,000万円 
  ・期間：１年間 
 ※翌年度5月頃開催予定の評価委員会において技 
  術研究開発への絞込を行う。 

※Ｆ／Ｓ（ feasibility study）とは

 新工法や新製品・材料等に関する
実行可能性や実現可能性を検証する
作業のこと。具体的には、申請の根
拠となる技術の科学的な検証、技術
動向調査及び現場ニーズの調査等に
よる技術的メリットの具体化並びに研
究開発成果の現場 の導入方策の

フェーズⅡ 

■技術研究開発 （助成2年目以降） 
  より優れた案件が、本格的に技術研究開発を実施 
  ・最大交付可能額：2,500万円（2年間の総額） 
  ・期間：1年～2年 

絞込 究開発成果の現場への導入方策の
作成等を行って、技術開発の実施計
画の精査、事業の実現可能性の見通
しをつけること。 

実用化 
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（２）技術研究開発の支援  前頁からの続き 
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全ての運輸・交通モードを対象に、交通機関の安全の確保、環境の保全、地域公

概要 

（２）技術研究開発の支援 

運輸分野における基礎的研究推進制度  
 （総合政策局房技術安全課） 

共交通の活性化、輸送の高度化等の運輸・交通分野における課題解決のための
基礎的研究を公募し、外部有識者による委員会において優れた成果が期待でき
る研究課題を採択。 
採択した課題について、提案者（研究グループ）に研究を委託して研究を推進。 

研 究 期 間 ：  ３年程度 
研 究 費 ： １課題あたり年間２千万円程度研 究 費 ：  １課題あたり年間２千万円程度
採択課題数：  新規採択４～５課題程度   （新規及び継続合わせて年間１５課題程度） 
採択課題例：  船舶の主機関の排熱を利用したバラスト水処理装置の開発 （H21～H23） 

ディーゼルエンジン排気の浄化装置に関する基礎的研究 （H21～H23） 
小型ドップラー気象レーダーによる鉄道安全運行のための突風探知システ 

  ムの基礎的研究  （H19～H21） 
大型車の車輪脱落事故の撲滅と安全管理技術に関する基礎的研究 

  （H19～H21） 
港湾における津波災害のプロセスの把握とシミュレーションによる再現に関 

  する研究 （H18～H20）                       等             

鉄道・運輸機構 

※外部有識者による委員会

大学、民間、 
公的研究機関※外部有識者による委員会

基礎的研究推進委員会 
（制度運営、募集テーマ審議） 

基礎的研究審査委員会 

公的研究機関
 
（多くの場合、 
産学連携の研究

グループを形
成） 

国土交通省 

応募 

公募・採 
択・委託 

契約

 運営費交 
付金 

（新規採択、事後評価等） 

成果発表会、シンポジウム等 

契約 

   シートに埋め込んだセンサーで居眠り状態に移行する前の「予兆」を検
知し、運転者に警告するシステムを開発。 
(社)全日本トラック協会の協力のもと実証実験も実施し、2011年11月を目

居眠り運転警告シートの開発 
【東京大学、(財)島根難病研究所、㈱デルタツーリング他】 

研究成果例 

【工学と医学の分野の産学連携により、入眠予兆原理の解明、居眠りを警告す
るシステムの開発まで進め、交通事故の未然防止に新しい可能性を開いた】 

処にバス、トラック、乗用車等に搭載可能な後付けユニットとシートの実用
化する予定。産学官連携功労者表彰（国土交通大臣賞）を受賞（平成22年
6月）。 
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「海洋環境イニシアティブ」 （国土交通省海事局） 

基 本 方 針  

 海洋環境イニシアティブ  

世界有数の海運・造船国※として国際ルールを他国に先行して提案、国際的な 
イニシアティブをとり、基準対応技術の開発を通じて先行者利益を享受すると 
共に、地球温暖化対策に貢献する。 

 ※世界１位の実質船主国（2009年）、世界3位の建造量（2009年） 

    

施策概要 

船舶からのＣＯ2排出量の30％削減を目標として、革新的な省エネルギー技術 
の短期集中開発(4ヶ年)及び新技術の普及促進に向けた国際標準化戦略等を推進 

○革新的な船舶の省エネルギー技術の開発 
 （H23：7.5億円） 

○海上輸送の環境性能向上のための総合対策 
 （H23：0.７億円） 

技術開発 国際的枠組みづくり 

・新造船の燃費規制 
新技術を背景とした 新造船の燃費規制

○ IMOにおける環境規制の議論を主導 

～今までの成果～ 

（ . 億円）

○シップリサイクルに関する総合対策 
 （H23：0.2億円） 

○浮体式洋上風力発電施設の安全性に関する研究開発※  
 （新規H23： 0.１億円） 

※H22 は外洋上プラットフォームの研究開発を実施 
（ H22：0 5億円）

新技術を背景とした、新造船の燃費規制
   を提案し、国際標準化（条約化）へ。 
 省エネ技術力で勝負できる市場へシフト。 
 
・NOx 規制 
 日本の革新的な技術で達成可能な高い 
 規制値を提案し、国際標準化（条約化） 
へ 日本に優位な市場へシフト （ H22：0.5億円） 

船舶の省エネ技術開発例 
  へ。日本に優位な市場へシフト。

プロペラ付加装置 
空気潤滑法による 

摩擦低減技術 

グリーンイノベーション ～CO2の大幅削減～グリ ンイノベ ション CO2の大幅削減
 
 2030年に1.11.1億トン億トン削減※（約1,500億円/年 相当） 

        ※何も対策を行わなかったケースと比較した削減量 
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技術開発・工事一体型調達方式の試行工事の実施 
（大臣官房技術調査課・地方整備局） 

（２）技術研究開発の支援 
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「ＮＥＴＩＳ」による新技術の活用  
（大臣官房技術調査課・大臣官房公共事業調査室・地方整備局） 

（３）技術研究開発成果の普及 
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前頁からの続き （３）技術研究開発成果の普及 
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（３）技術研究開発成果の普及  前頁からの続き 

78 77 



電気自動車等の安全対策の推進について （自動車交通局技術企画課）  

600 000
HV車、EV車台数（台） 近年、ハイブリッド自動車や電気自

動車等については地球温暖化対策

１．背 景 

（３）技術研究開発成果の普及 

536,500 9,400 

9,400 

9,400 

400,000 

500,000 

600,000動車等については地球温暖化対策
として一般に広く受け入れられつつ
あり、急速に保有台数が増えてき
ている。 
今後も超高齢化社会を見据え、高
齢者が手軽に、かつ、安全に移動
できる高齢者用パーソナルモビリ
ティの開発・実用化が進められてい

50 400 91,200
132,500 

196,800 
256,600 

346,900 

441,300 

2 400 2,600 
3,800 

4,700 
5,600 

7,700 
8,500 

9,900 

100,000 

200,000 

300,000 
ティの開発・実用化が進められてい
くことが予想される。 

      新たな需要によるさらなる電気 
自動車等の増加 

 
電気自動車等は、エンジンの代わ
りにモーターを動力として利用する
事から既存のガ リ 自動車と構

22,500 37,400 
50,400

74,600 
91,200 2,400

0 

ハイブリッド車 電気自動車 
年度 

出店：日本の自動車工業２０１０(日本自動車工業会） 

事から既存のガソリン自動車と構
造が大きく異なる。 

      既存の規格基準では想定され
ていない形も出てきている 

 

  電気自動車等特有の新たな車両規
格・基準策定の検討の必要性あり

２．主な施策 
超小型電動車両の
規格・基準化検討 

○高齢者のパーソナルモビリティとなりえる超
小型電動車両の必要な規格・基準の検討

リチウムイオン蓄電池
の基準化検討 

○リチウムイオン蓄電池は家庭用電気機器
では発火事故の発生時例があり、安全性

格・基準策定の検討の必要性あり。 

小型電動車両の必要な規格 基準の検討
を実施。 

○平成22年度は群馬県桐生市、愛知県豊田
市など全国６地域で実証実験を実施予定。 

超小型車両のイメージ 

では発火事故の発生時例があり、安全性
の検討が必要。 

○日本が技術的優位性を有するリチウムイ
オン蓄電池搭載車の安全性について国際
標準化を見据えた基準化を検討中。 

電気自動車等の 
静音性対策 

○電気自動車等は低速走行中の音が静か過
ぎるため、歩行者が車両の接近に気付か
ず、事故に繋がる可能性有り。 

電気自動車の 
感電防止対策 

○日本は電気自動車等のバッテリーなどに
対する直接積極保護などの感電保護を
目的とした基準を平成19年に世界で初め
て導入

79 78 

ず、事故 繋 る可能性有り。
○平成22年1月に静音性対策のガイドラインを

策定し、現在は基準化に向けて検討中。 

電気自動車の静音性体験の様子 

て導入。

○現在、国際統一基準の策定にあたり、日
本の基準に準拠するよう各国と調整中。 

 間接接触に対する保護 

 絶縁抵抗の確保  

 直接接触に対
する保護   国際統一を目指

す安全基準の例 



地理情報の標準化  （国土地理院）  

地理空間情報に関する国際規格を制定
するために 国際標準化機構に設置さ

（４）国際的な技術戦略の構築 

するために、国際標準化機構に設置さ
れた専門委員会。国土地理院は、日本
の代表として会議に参加し、ＧＩＳの普及
促進などに不可欠な国際規格の策定に
貢献。 
 
 

国連アジア太平洋地域地図会議（UNRCC-AP) 

アジア太平洋地域にお
ける国土の開発・保全
に不可欠な測量・地図
整備を促進するため、
国連経済社会理事会の アジア太平洋GI S基盤常置委員会（PCGIAP）（地理院）

PCGIAPは国連経済社会理事会の下で開催されている国連アジ
ア太平洋地域地図会議の勧告に基づいて1995年に設置された
委員会で、国家測量地図作成機関、関連機関の代表が集まり、
議論。 
国連統計部が中心となって国連による地球規模の地理空間情報
の管理に関する会合を設立しようとする活動が行われており、
同時に開催された準備会合で国土地理院が事務局を務める地球

国連経済社会理事会の
勧告に基づき設置され
た国連主催の政府間会
議国土地理院は、日本
政府を代表して会議に
参加 

アジア太平洋GI S基盤常置委員会（PCGIAP）（地理院）

第36 回日韓測地・地図協力会議が開催 （国土地理院） 

同時に開催された準備会合で国土地理院が事務局を務める地球
地図の活動との関連が議論されたほか、PCGIAP総会等で紹介 

1974年10月29日に、東京で第1 回日韓測地協力会議が開催されて以
来、今回で36回を迎えたもので、1994年の第21回会議からは地図分野
を含めた日韓測地・地図協力会議となり、2004年の第31回会議からはを含めた 韓測地 地図協力会議となり、 年 第 回会議からは
地理情報分野も加えられ、一層広い分野での協力に発展 
 
2009 年10 月20 日、韓国の水原（スウォン）市にある韓国国土海洋部
国土地理情報院において、第36 回日韓測地・地図協力会議が開催され、
議長に国土地理情報院長、日本側代表として、国土地理院企画部長、測地
部計画課長、測図部管理課長及び地理空間情報部電子国土調整官、韓国側
代表として、国土地理情報院測地課長、空間映像課長、地理情報課長及び
国土調査課長が出席  （国土地理院ＨＰより） 

アジア・太平洋沿岸防災研究センターへの改組 （港湾空港技術研究所） 

2010年度からは、アジア・太平洋諸国
との連携をさらに推進することや、地震
等の他の沿岸災害も研究することを目的
に 津波防災研究セ タ を ジ 太に、津波防災研究センターをアジア・太
平洋沿岸防災研究センターに発展的な改
組を行った。 
 活動例：国内外で発生した津波の現地調査を行い、津波災害の実態を

解明。（2010年度は、チリ（上左写真）及びインドネシア（上右写
真）の震災地の現地調査を実施。） 
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（４）国際的な技術戦略の構築 

ICHARMにおける世界の水災害の防止・軽減のための 
研究・研修・情報ネットワーク活動の一体的な推進（土木研究所）  

洪水予測シ ム（ ） 開洪水予測システム（IFAS）の公開（土木研究所）  

施策の概要・目的 施策の概要・目的 

 世界中で、水災害により多くの人命が失われているが、こういった地域では、洪水予報を
発出したくても、雨量データ、河川流量データ、解析ツール、洪水予報の技術が乏しく、更に
費用・時間を要することなどから、システム整備に着手できていない。当該研究は、水文情
報の乏しい国・地域において、人工衛星情報等を活用して流出解析・洪水予測計算を行う総
合洪水解析システム（IFAS）の改良と普及に向けた取り組みを行うものである。 
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（４）国際的な技術戦略の構築  前頁からの続き 
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燃料電池自動車実用化促進プロジェクト （自動車交通局）  

（４）国際的な技術戦略の構築 

船舶からの環境負荷低減のための総合対策（海事局）  
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（５）技術研究開発の基盤整備 

造船技能者育成支援について （海事局） 
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「国土地盤情報検索サイト（ｋｕｎｉｊｉｂａｎ）」の開設・運用 （国土交通省他） 

（目的）（目的）  
・国土交通省の道路・河川事業等の地質・土質調査成果であるボーリング柱状図や土質試験結果を検索し閲覧

可能 
これらの地盤情報を広く 般に提供することにより 国や自治体間における社会資本整備の効率化のほか 環

（５）技術研究開発の基盤整備 

・これらの地盤情報を広く一般に提供することにより、国や自治体間における社会資本整備の効率化のほか、環
境保全や災害対策等に役立つことに期待 

リアルタイムナウファスのWebサイト （港湾局・港湾空港技術研究所） 

リアルタイムナウファス・リアルタイムナウファス・・・・・  
● 港湾整備を目的として各地点で観

測された波高、周期な どの波浪情
報、及び潮位情報を広く一般に公
開し、過去７日分まで遡って観測
データを閲覧可能。 

● 観測情報は、気象庁による波浪予
報に活用され海の安全に貢献する
とともに、蓄積された長期間のデー
タの統計解析を通じて、港湾・海
岸・空港事業の計画・調査・設計・
施工をはじめとした、沿岸域の開
発 利用 防災に 幅広く活用

成果の例 

①H20年度～22年度の間
にGPS波浪計による観測
点が10点増加 

②22年度末までに多言語

知的財産ポリシーの制定 （土木研究所 等） 

知的財産ポリシー・・・知的財産ポリシー・・・  
知的財産ポリシーにおいては、研究機関の研究活動のう

発・利用・防災に、幅広く活用。 化（英語、中国語）を実施 
予定 

パテントプール契約の活用 （土木研究所） 

知的財産ポリシ においては、研究機関の研究活動のう
ち、その成果を知的財産権化し、さらに技術移転すること
により社会に還元すべきものについて、組織的かつ積極的
な対応を図るため、知的財産の管理・活用等に係る機関と
しての基本的考え方を定めるものである。 

パテントプール契約・・・パテントプール契約・・・  
複数権利者がそれぞれの権利をライセンスする権限を一
機関に集中し、当該機関が代表して実施許諾を実施 
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テニュア・トラック制度適用 （建築研究所） 

建築研究所建築研究所  任期付研究員（テニュア・トラック制度適用）の募集任期付研究員（テニュア・トラック制度適用）の募集  （（H22.9.15H22.9.15）） 

（５）技術研究開発の基盤整備 

※テニュア・トラック制度・・・ 
若年研究者が任期付職員として経験を積み、任期終了までにテニュア（定年ま
での在職権）審査に合格すると、テニュアを取得し、パーマネント職員として雇
用される仕組み 

１．応募の要件  
次のすべてを満たす者であること。 
  
（１）原則として、博士の学位を有する、または平成23年3月31日までに博
士の学位を取得する見込みであること。  
 
（２）建築環境分野、建築材料分野、建築構造分野、住宅分野のいずれかの
研究者であること。各分野に関する今回の募集方針は、以下の通りである。 
 
 １）建築環境分野  
低炭素社会づくりに資する住宅・一般建築・都市の実現に向けた研究開発を行うため、建
築環境分野の研究に必要な能力と意欲を有する若手研究者を募集する。なお、空気環境、
熱環境、エネルギー等に関する高度な知識と研究経験を有する者を優位に扱うほか、環境
問題の経済的側面や政策提言などの領域に研究意欲を持つ者の応募にも期待する。  
 

２）建築材料分野  
住宅・一般建築の長期使用、廃棄物の再利用など持続可能な社会づくりに向けた研究開発
を行うため、建築材料分野の研究に必要な能力と意欲を有する若手研究者を募集する。な
お コンクリート材料に関する高度な知識と研究経験を有する者を優位に扱うお、コンクリ ト材料に関する高度な知識と研究経験を有する者を優位に扱う。  
 

３）建築構造分野  
国内外における巨大地震等の自然災害に強い住宅・一般建築づくりや、建築構造面からの
持続可能な社会づくりに向けた研究開発を行うため、建築構造分野の研究に必要な能力と
意欲を有する若手研究者を募集する。なお、鉄筋コンクリート構造に関する高度な知識と
研究経験を有する者を優位に扱う。  
 

４）住宅分野  
人口減少・高齢化社会を迎え、既存住宅などのストックの有効活用や、すべての人が健
康・快適に暮らせる住生活の実現、持続可能な地域コミュニティの運営などに関する手
法・制度の改善に向けた研究開発を行うため、住宅分野の研究に必要な能力と意欲を有す
る若手研究者を募集する。なお、住宅計画、住宅政策、住宅関連の各種制度、経済効果分

析等に関する高度な知識と研究経験を有する者を優位に扱う。
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国土交通省研究開発評価指針 （大臣官房技術調査課・大臣官房技術安全課） 

国土交通省研究開発評価指針（平成国土交通省研究開発評価指針（平成1414年６月制定、平成年６月制定、平成2222年年33月改訂）月改訂）  

（６）技術研究開発のマネジメント 

（位置付け） 
・国土交通省研究開発評価指針は、国土交通省において国費を投入して実施される研究開発に
係る評価の実施の際、配慮しなければならない最低限の共通事項、具体的な評価方法等をとり
まとめたガイドライン 

・評価は、国際的に高い水準の研究開発、社会・経済に貢献できる研究開発、新しい学問領域を
拓く研究開発等の優れた研究開発を効果的・効率的に推進するために実施 

（背景）（背景） 
・研究開発評価については、第３期科学技術基本計画（平成１８年３月閣議決定）に基づき、科学
の発展によって知的・文化的価値を創出するとともに、研究開発の成果をイノベーションを通じて
社会・国民に還元していく科学技術システムの一環として評価システムの改革を行うべく、新しい
大綱的指針が平成２０年１０月に内閣総理大臣決定 

・新しい大綱的指針においては、研究開発成果の国民・社会への還元を迅速化し、さらには、研究
者の研究開発への積極・果敢な取組を促し、過重な評価作業負担を回避する機能的で効率的な
評価を実施することが記載 

・また、国際競争力の強化や新たな世界的な知の創造などに資する成果の創出を促進するよう改
善 
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国土技術政策総合研究所におけるプロジェクト研究の取り組み  
 （国土技術政策総合政策研究所） 

【プロジェクト研究】 

（６）技術研究開発のマネジメント 

 

◇研究部・センター横断で取り組む「国総研の顔」となる所として重点的に推進する研究 

◇外部の専門家による事前・中間・事後の３段階の厳しい評価 

◇複数の研究テーマで構成される骨太の研究 

◇プロジェクトリーダーを中心に研究体制を構築 

◇平成２２年度は１７件実施中  
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将来の航空交通システムに関する長期ビジョン（CARATS) （航空局保安企画課） 

将来の航空交通システムに関する長期ビジョン（CARATS）  

（６）技術研究開発のマネジメント 

・ICAOが2025年を目指した航空交通管理に 
 関する指針を策定 

・欧米で上記指針に基づいた長期計画を策定 
（米：NextGen 欧：SESAR）

背景  目標設定（数値目標を明確化） 

①安全性の向上    
  （安全性を５倍に向上） 
②航空交通量増大への対応     
  （混雑空域における管制の処理容量を２倍に 

向上）

NextGe SESAR

 （米：NextGen、欧：SESAR）

・アジア・太平洋地域における急速な需要増 
 向上）

③利便性の向上   
  （サービスレベル（定時性、就航率、速達性）を 
  １０％向上） 
④運航の効率性向上     
  （１フライト当たりの燃料消費量を１０％削減） 
⑤航空保安業務の効率性向上 

（航空保安業務 効率性を 向上）
NextGen 
（米国） 

SESAR 
（欧州） 

※航空機の軌跡図 

 （航空保安業務の効率性を５０％向上）
⑥環境への配慮 
  （１フライト当たりのＣＯ２排出量を１０％削減） 
⑦航空交通分野における我が国の国際プレゼンス 
  の向上 

将来の航空交通
システムの構築に
当たっては、様々
な関係者（産学
官）の協調が必要 

ＣＡＲＡＴＳ（キャラッツ）： 
Collaborative Actions for Renovation 
of Air Traffic Systems： 
航空交通システムの変革に向けた
協調的行動 

アジア太平洋地域におけるシームレススカイを
実現するため、我が国においても、将来の航
空交通システムに関する長期ビジョンを検討す
ることが必要 

研究機関は、管制機関や運航者
のニーズ及び諸外国の動向を踏
まえながら研究 開発を進めるとと

ＣＡＲＡＴＳの実現にあたっては、計画的
に研究開発を進める必要がある。 

まえながら研究・開発を進めるとと
もに、研究機関の保有する研究用
施設等を有効に活用し、航空局等
と共に新技術に関する分析・評価
を行うことが期待される。また、長
期間にわたり推進する必要のある
研究課題への対応に当たっては、

ビジ本長期ビジョンを指針として計画
的かつ効果的に研究を実施する
必要がある。 

89 86 



CARATSにおける研究開発課題の代表例 

（６）技術研究開発のマネジメント  前頁からの続き 

現行の分割された空域毎を基本とした管制指示や
出発待機等による交通流制御を中心としたATM運
用から 我が国のFIRの全体を一つの空域として捉

軌道ベース運用（TBO：Trajectory Based  
Operation）の実現  全飛行フェーズでの衛星航法の 

実現 
より高精度で柔軟な衛星航法を活用
し、従来の制限の多い直線精密進
入から自由度の高い曲線精密進入用から、我が国のFIRの全体を一つの空域として捉

え、全ての航空機の出発から到着までを一体的に
管理するとともに、全飛行フェーズにおいて時間管
理を導入した４次元軌道（4DT：4 Dimensional 
Trajectory）に沿ったATM運用に移行する。運航前か

ら戦略的かつ協調的に軌道を調整することで、運
航者が希望する飛行を柔軟に実現するとともに、混
雑空港及び混雑空域における航空交通容量の拡

入から自由度の高い曲線精密進入
を実現することにより、安全性や利
便性の向上を図り、空域を有効に活
用するとともに騒音対策にも寄与し
ていく。 

雑空港及び混雑空域における航空交通容量の拡
大やCO2排出量の削減といった政策的課題にも的
確に対応することが可能である。 

衛星航法による柔軟な経路設定 
（地形や市街地の影響などを受けない 

自由度の高い精密進入を実現） 
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